














1-2 経 常研究

ジャムの加工技術に関する試験研究 (H4～H6)

加工食品部農産食品科 田 中常雄 損  賢 治

1.研 究の概要

道内で豊富に生産される果実、野菜等を利用したジャムの力口工が盛んであるが、

原料の品質評価基準が確立されていないために製品化が遅れたり、消費者ニ
ーズに

合わせた低糖度ジャムの開発に伴い、保存性の確保に問題のあるケースが見られる

など、解決すべき課題が存在する。ジャム類の日本農林規格でも、可溶性固形分が

40%以 上を基準としており、低糖度ジャムが一般化しているところから、その離

水防止と保存性などの問題点を把握し、道産ジャムの品質向上を図ることとする。

2。 これまでの経過

原料としてハスカップを用い、糖度60%前 後の標準的なジャムの試作を行った。

さらに煮つめて、高糖度のジャムを試作し、その糖度(Brix)、pH、 水分活性を測

定した。参考品として、市販のハスカップジャムとイチゴジャム (試料A、 B、 C)

についても、同様の調査 ・測定を行った。

その結果、糖度は56.5～75。8%、 pHは 3.20～3。44、水分活性は0。68～0。88で、

糖度と水分活性とに必ずしも相関が有るとは言えず、仕上がりの水分含量を考慮す

る必要があると思われた。

3.平 成5年度計画

昭和61,62年 度共同研究 (「北海道産食品 (一村
一品)の 品質の向上など市

場競争力の強化に関する研究」)に おいて、道産ジャム32品 の品質調査を行った

が、その後、日本農林規格の改正 (昭和63年 4月 20日 ・農林水産省告示第52

4号 )が あり、ジャムに対する情勢も変化している。そのため、本年度は、道産ジ

ャムの品質向上を目的とした、品質調査を行う。併せて、低糖度ジャムの離水防止

技術、ゲル強度の適性化技術の確立を目標として試作試験を実施する。

その方法として、道産ジャムについては、「食品技術情報誌」VOL.8 NO。1に調

査表を挿入し、製造しているジャムの提供を受け、以下の項目について分析評価を

行う。また、試作したジャムについても同様の分析を行う。

【分析項目】

① 水 分 (フィルム法)             ②  水 分活性

③ Ca含 量 (原子吸光分光光度計)       ④  糖 度 (Brix)

⑤ 糖 組成 (高速液体クロマトグラフィ
ー)    ⑥  pH

⑦ 有 機酸組成 (高速液体クロマトグラフィ
ー)  ③  ペ クチン含量

⑨ ゲ ル強度 (テクスチュロメータ)       ⑩  色 調 (色彩色差計)

⑪ ビ タミンC(高 速液体クロマトグラフィ
ー)
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道産小果実の加工利用に関する研究                       (H4)

加工食品部農産食品科 田 中常雄 損  賢 治 大 橋 拓
*

1.研 究の概要

道産小果実であるハスカップの生産量は伸びており、近年、品種 の開発も活発化

している。しかし、ハスカップの食品成分についての報告は少なく、品種(系統)間

の成分比較を扱った報告は見当たらない。本研究では、ハスカップの加工利用の観

点から、品種(系統)別に食品成分分析を行い、その特徴について上ヒ較検討を行った。

2.研 究の成果

分析結果は表の通りであり、糖度と有機酸含量などに特徴のある ものがみられた。

なお、ゆうあ、つは品種名、千歳 5・ 6・ 8号 は系統名を示す。

ビタ ミン分析に際して、御指導下さった北海道立衛生研究所の新 山和人栄養化学

科長と同科研究員の皆様。並びに試料の提供、及び結果の公開を了解された千歳市

農業協同組合に感謝申し上げます。

表 ハ スカップの品種 (系統)間 成分比較
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* 北 海道工業大学
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道産小果実 (ハスカップ)の 市場競争力強化に関する研究          (H5～ H7)

加工食品部農産食品科 田 中常雄 槙  賢 治

1.研 究の概要

平成 4年 度は、ハスカップの食品素材としての成分 (食品の
一次機能 ・栄養)を

品種 (系統)別 に分析し、その特徴を明らかにした。本年度は、食品の二次機能

(生体調節機能)と して、過酸化脂質生成阻害活性物質 (抗酸化性物質)の精製
・

単離 0同定を行い、ハスカップの食品素材としての特徴を明確にすることによって

その価値を向上させ、市場競争力を強化させることとする。

プ
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エタノール抽出

物

カラムクロマトク
゛
ラフィー
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゛
ラフィ…

(1)図 のような抽出操作を行う。

(2)抽 出物ごとに収量を測定し、

収率を計算する。

(3)抽 出物ごとに抗酸化性試験を

行い、活性の強度を評価する。

(Ferric thiocyanate mcthod)

(4)活 性のある化合物を単離し、

各種機器分析により、その化

合物の構造決定を行う。

n―ブタノール抽出

赤外線分上分析
核磁気共鳴スヘ

°
クトル

n―ブタノール層

がスクロマトク
゛
ラフ質量分析 など

図 本 年度の予定実験操作

エーテル抽出

エーテル層

酢酸エチル抽出

酢酸エチル層
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農産冷凍食品製造におけるプランチング技術に関する試験研究         (H4～ H6)

加工食品部農産食品科 槙  賢 治 田 中常雄

1.研 究の概要

冷凍野菜の製造においては、冷凍前にブランチング処理を行うがその方法は、現

在、湯水、蒸気による加熱が一般的に行なわれている。本試験では、プランチング

の効率化、製品の高品質化を図るため、カボチャを対象としてマイクロ波ブランチ

ングを試み、プランチング過程および冷凍、解凍による理化学的性質の変化を従来

の方法と比較検討した。

2。 これまでの経過

試料中心品温の上昇は、マイクロ波ブランチングが湯水、蒸気ブランチングに比

べかなり速く、パーオキシダーゼ活性は、湯水、蒸気の約 6分 の 1の 加熱時間で失

活し、マイクロ波加熱では、湯水、蒸気加熱に比べて極めて短時間でプランチング

処理が行えた。パーオキシダーゼ失活の時点でブランチング方法別に理化学的性質

を比較した結果、重量変化については、湯水ブランチングでわずかに増加 し、マイ

クロ波ブランチングでは大きく減少した。ブランチング前後の色調の全体的な変化

を示す色差については、大きな差はなかったが蒸気ブランチングが最も少なかった。

また、赤色度合いの低下は湯水ブランチングが最も大きかった。全糖含量について

は、蒸気、マイクロ波は、変化が少なかったが湯水ブランチングでは大きく減少し

た。β―カロチン含量は、いずれも減少したがマイクロ波ブランチングの減少が、

最も大きかった。

湯水、蒸気ブランチングと比較したマイクロ波ブランチングの特徴としては、処

理時間が大幅に短いが歩留まりの低下がかなり大きく、β―カロチン含量の減少も

幾分大きいことが認められた。

3。 平成 5年度計画

ブランチング過程におけるアスコルビン酸含量の変化を湯水、蒸気およびマイク

ロ波ブランチングについて前年度と同様に比較する。

また、マイクロ波ブランチングは、湯水、蒸気プランチングに比べて処理時間が

著しく短縮されるが、水分の損失による歩留まりの低下が大きいので本年度は、歩

留まりの低下を抑制するため、加湿条件下 (水蒸気中)お よび水中でマイクロ波ブ

ランチングを行い、前年度と同様に理化学的性質の変化を調査 し、無加湿の場合と

比較する。
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冷凍食品の品質の安定向上に関する試験研究                 (H4～ H6)

加工食品部農産食品科 槙  賢 治 田 中常雄

1.研 究の概要

農産冷凍食品の品質は、原料の性質と深く関連し、原料の貯蔵期間は製品の品質

に大きな影響を与える。

本試験では、馬鈴薯 (トヨシロ)を 対象として温度 7℃ 、湿度 40%で ポ リエチ

レン袋包装で貯蔵 し、原料の品質が貯蔵期間とともにどのように変化するかを調査

し、合わせて貯蔵期間別にブランチング後および、冷凍解凍後の品質を調査 して原

料の品質とプランチング後および、冷凍解凍後の品質との関連を主に肉質の点から

検討 した。

2。 これまでの経過

原料の品質変化については、水分含量は貯蔵期間の経過に伴い徐々に減少 し、比

重も僅かずつ減少したが特に萌芽開始がみられた貯蔵 4ヵ 月後からその進行が速ま

った。ライマン価についても比重と同様に貯蔵 4ヵ 月後から減少が大きくなった。

また、でんぷん、繊維などを主体とするアルコ
ール不溶性固形物含量も貯蔵期間の

経過につれて減少 した。ペクチンについては、全ペクチン含量は幾分減少傾向にあ

ったが、大きな変化はなかった。しかし、水溶性ペクチン、ヘキサメタリン酸可溶

性ペクチンについては、貯蔵期間の経過につれて増加する傾向にあった。カルシウ

ム、マグネシウム含量については、5%EDTAで 抽出可能な結合形態のものが貯

蔵期間の経過とともに増加する傾向があった。また、硬さについては貯蔵期間とと

もに減少する傾向があったが、プランチングによる硬さの減少程度は少なくなり、

貯蔵期間の経過につれてブランチングによる組織の軟化が進みづらくなった。また、

冷凍、解凍後の硬さも貯蔵期間とともに僅かに増加した。萌芽は、貯蔵 2ヵ 月では

認められなかったが、4ヵ 月で半数以上に認められ、6ヵ 月後にはす
べての個体で

認められた。

3.平 成 5年 度計画

前年度は、貯蔵期間が経過した原料、特に休眠が終了してからの原料は、収穫直

後の原料に比べ、プランチングによる肉質の軟化が進みづらくなる現象が認められ

たので、本年度は、プランチングによる硬さの変化について貯蔵期間別にブランチ

ング温度、時間を変えて調査するとともに、プランチングにおいてペクチンの性状

および細胞間の結合の強さがどのように変化するかを合わせて調査する。また、プ

ランチング液へのキレ
ー ト化合物等の添加が、組織の軟化に及ぼす影響について調

査 し、貯蔵期間に対応した適切なプランチング方法について検討する。
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道産小麦粉の加工技術に関する試験研究 (H4-H6)

加工食品部農産食品科 橋 渡  携  山 木一史

1.研 究の概要

生産量に比して品質評価の低い北海道産の小麦粉の利用拡大を図 ることを目的と

して、その成分分析 ・物性測定を行うとともに、製麺 0製パン等の二次加工試験を

実施 し、品質と加工適性の関連性について検討する。

さらに、その結果を基にして、各種小麦粉に適した加工品の検討及び加工技術の

改善を行う。

2.こ れまでの経過

前年度は道産小麦の 1品種であるホロシリコムギを用いてスポンジケーキの試作

を行い、その製菓適性を調べた。供試粉は、ホロシリコムギ100%の 小麦粉を使

用 し、比較対照としては市販の薄力粉を用いた。試作は別立て法と共立て法の 2つ

の方法で行った。

その結果として、共立て法の場合は外観は両者とも膨らみ方が同程度であり、き

めの細かさも大差なかったが、対照の方がわずかに良かった。色はホロシリコムギ

の方が対照より黄色味を帯びていた。食味はどちらとも良好な結昇とが得られた。

また、別立て法の場合はホロシリコムギの方が若千膨らみが月ヽ さ く、きめはどち

らとも粗かった。色には差が出なかった。食味はいずれも硬かったが、膨らんだ分

対照の方が歯ざわりが良かった。

以上の結果より、ホロシリコムギは製菓原料として利用することが可能であると

思われた。

3.平 成 5年 度計画

本年度は、道産小麦粉のパンと菓子への加工適性に重点をおいて研究を進める予

定である。

具体的には、各種道産小麦粉を用いてその成分分析を行った後、製パン・製菓等
の加工予備試験を実施 し、その試作品を用いて、色、香り、食感 、物性等の面から

加工適性の評価方法についての検討を行う。

さらに、予備試験の結果を踏まえて製パン本試験 ・製菓本試験を行い、その品質

評価を行 う予定である。
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麺の熟成条件に関する試験研究                      (H4～ H6)

加工食品部農産食品科 橋 渡 携  山 木
一史

1.研 究の概要

麺類には熟成過程があり製品の品質に大きく関わっているため、熟成の科学的評

価法を確立 し、熟成条件を安定化させることは、品質管理上重要である。

そこで、麺類の熟成条件の確立を目的として、熟成過程中の成分
・物性の変化を

測定する。また、同時に種々の熟成条件による麺の試作試験を行い、熟成条件の科

学的評価法の確立を目指す。

2.こ れまでの経過

前年度は麺類のうちラ
ーメンの色調に注目し、製造後の色調 ・透明度の変化と熟

成状態の関連性を検討した。

試料としては市販のラ
ーメンを用い、それを低温保存し、経 日的に分光色彩計で

L*a*b*を測定すると同時に、肉眼による外観観察を行った。

その結果、外観観察によるラ
ーメンの色調は予想以上に変化 し、透明度に関して

も1週 間から10日 で透明感が表出した。しかしながら、機器測定の結果からは色

調の変化は認められたものの、透明度の増加は確認できず、透明度の変化を明確に

示す測定方法を検索する必要性があると思われた。

3.平 成 5年 度計画

本年度は前年度に引き続きラ
ーメンに重点をおき、その色調及び透明度の変化と

熟成の関連性について検討するも

また、熟成評価方法として色調のほかに電子顕微鏡写真 (SEM)を 用いる方法

をとり上げ、麺帯および麺線の電子顕微鏡写真による熟成評価の可能性に
ついて検

討する。

さらに、超音波には熟成を促進させる可能性があるという報告から超音波に注目

し、熟成との関連性についての予備試験として、ラ
ーメンの製造工程中の各種段階

(混合、麺帯、麺線)に おいて生地に超音波をかけ、超音波処理による
生地の状態

の変化について調べる。
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ラーメンの品質保持技術に関する試験研究 (H4-H6)

加工食品部農産食品科 橋 渡 携  山 木一史

1.研 究の概要

北海道の特産品のひとつであり、北海道の麺類生産の主体となっているラーメン

のさらなる生産量拡大のためには、その品質の安定性を高めることが望まれる。

そこで、ラーメンの品質保持技術の確立を目的として、その成男卜 物性などを分

析 ・測定 し、品質評価法を検討する。また、試作試験、保存試験を行い(品 質保持

技術の改善を図る。

2。 これまでの経過

前年度は、エタノール添加量を 3段階に調整したラーメンを用意 し、保存温度

0℃及び30℃の 2段階で 2か月間の保存試験を実施 して品質保持|こ関わる因子につ

いて検討 した。試料は経日的にサンプリングし、8項目 {1)水 分 2)pH3)色 調 4)

エタノール 5)一般生菌数 6)水分活性 7)食塩 8)NaOK}に ついて分析した。なお、

予備試験として好アルカリ性菌の生育の有無を併せて調べた。

この結果、エタノール残存量は添加量の1/5程度に低下したが、その後はほとんど

変化しなかった。生菌数の結果から30℃保存条件ではエタノール添加による静菌効

果がみられたが、0℃保存条件ではその効果は明確にあらわれなか った。

また、好アルカリ性菌の増加によってpHが減少したこと、保存日数の経過ととも

に色調が大きく変化したことから、pH及び色調がラーメンの保存
`性
をみるひとつの

指標になる可能性があることがわかった。

その他の分析項目である水分、水分活性、食塩、Na、Kには、注 目に値する変化は

認められなかった。

3.平 成 5年度計画

本年度は、前年度実施 した保存試験で生じた問題点を踏えて、3項 目 (好アルカ

リ性菌,物 性 ,ア ルコール残存量)を 中心に、それぞれおよそ45日間の保存試験を

行い、品質との関連性を検討する予定である。

(1)好 アルカリ性菌の生育状況に着目してラーメンの保存試験を行う。

(2)各 種条件下に保存されたラーメンについて、機器を用いて種々の物性測定

(レオメーター等)を 行う。また、同時に官能試験も行う。

(3)ア ルコール添加量をさらに変化させた場合について、物性を中心に保存試

験を行う。
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高次加工水産食品の開発 (水産物を原料とした機能性ペプチ ド食品の開発)  (H4～ H6)

加工食品部水産食品科 大 田 智 樹

1.研 究の概要

食品の持つ生体調節機能を解明し、健康の維持増進に役立てようとする研究が活発

に行われ、なかでも水産食品には健康性機能をもつ成分が数多く存在することが明ら

かにされつつある。そこで、道内で漁獲される水産物で未
・イ!跡J用部位であるシロサケの

頭部、内臓、ホタテがイ中腸腺などを高度利用し、水産食品の高付加価値化を図るために、

高血圧抑制作用が期待される機能性へ
°
フ
・
チドの検索をアンギオテンシンI変換酵素 (ACE)阻

害活性を指標として行った。

2.こ れまでの経過

未・低利用水産物であるシロサケ頭部、肝臓、ホタテガイ中腸腺について機能性へ
°
フ
°
チドの検

索を行った。ACE阻害率を指標として検討した結果、シロサケ頭部、肝臓の加熱水抽出物

で60。1%,24.5%の 阻害率を示し、ACEを阻害する成分の存在が認められた。各試料に

酵素製剤を添加し、加水分解すると加熱水抽出物よりいずれの試料でも高い阻害率を

示し、なかでもシロサケ頭部へ
°―ストのハ
°
ハ
°
イン、ビオフ

°
ラーセ
゛
分解物は約90%と強い阻害が示さ

れた。

最も高い阻害率を示したシロサケ頭部へ
°―ストのビオフ

°
ラーセ
゛
分解物について加水分解時間の

検討を行った。分解液のタンハ
°
ク質量 (へ

°
フ
°
チド量)は 反応時間とともに穏やかに増加す

る傾向が認められたが、阻害率は反応初期に大きく増加して、5時間の反応で最も高

い阻害率を示し、その後やや減少した。タンハ
°
ク質の収率と阻害活性を考慮すると加水

分解時間は5時間が最適であると考えられた。

3.平 成 5年 度計画

前年度の試験において、機能性 (高血圧抑制作用)へ
°
フ
°
チド食品の製造原料として

シロサケ頭部のビオフ
°
ラーセ
゛
(酵素製剤)分 解物が最も有望であること、そしてその分解時

間として5時間が最適であることが明らかとなった。そこで、本年度は前年度に得ら

れた条件に基づきシロサケ頭部ビオフ
°
ラーセ
゛
分解物中に含まれる機能性へ

°
フ
°
チド (ACE阻部

°

フ
°
チド)を 各種クロマトク

゛
ラフィーにより単離精製を試み、ACE阻害へ

°
フ
°
チドのアミノ酸配列の解析

を行う。また、食品として摂取 した場合、消化過程においてその機能性力ヽ 呆持される

かどうか人工消化試験を行い、機能性へ
°
フ
°
チド食品を開発するための基礎的知見を集

積する。
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高次加工水産食品の開発 (EPA・ DHAを 活用 した水産食品の開発)     (H4～ H6)

加工食品部水産食品 科 佐 々木茂文

1.研 究の概要

水産物の特徴的な脂質成分であるエイコサペンタエン酸 (EPA)や ドコサヘキ

サエン酸 (DHA)は 動脈硬化予防や抗アレルギ
ー作用などの多 くの生理的効果を

持つことが明らかにされ、食品への応用が期待されている。水産物 を加工処理する

過程で生ずる頭、内臓等の部位はEPA・ DHAを 比較的多く含み 、それらの供給

源としての利用が考えられる。この研究では道内の水産加工で生 じるシロサケの頭

部、内臓 、ホタテガイ中腸腺 (ウロ)、 スルメイカ肝臓 (ゴロ)隻年についてEPA

・DHAを 検索するとともに抽出精製方法の検討を行った。

2。 これまでの経過

各試料からクロロホルム/メ タノ
ールで脂質を抽出した。脂質含量はシロサケ眼

球組織およびスルメイカ肝臓が特に高く、それぞれ22。3%、34。4%で あった。全脂質

の脂肪酸を毛細管ガスクロマ トグラフィ
ーで分析した結果、どの試料でも主要月旨肪

酸は14:0, 16:0, 16:1(n-7), 18:0, 18:1(n-9), 18:1(n-7), 20:1(n-11), 20:1

(n-9),20:5(n-3),22:1(n―H,13),22:5(n3),22:6(n-3)で あった。EPA,

DHA量 は試料によって大きく異なり、スルメイカ肝臓にはEPA(3774mg/100g試

料)、DHA(4972mg/100g試 料)が著 しく多く含まれ、EPAODHAの 給源として

有望であると考えられた。

次にEPA・ DHAの 濃縮方法について検討した結果、濃厚な銀塩水溶液の液
一

液抽出法がEPAと DHAを 容易な 1工程の操作で高純度に濃縮でき、1回の処理

量もスケールアップが可能で、しかも使用する銀塩を回収することにより再利用で

きることが明らかになった。しかしながらこの方法ではEPAと DHAを 分離する

ことが困難であるため、濃縮方法をさらに検討する必要があると考えられた。

3.平 成 5年度計画

昨年度は道内の水産加工で生じるシロザケの頭部、内臓、ホタテガイ中腸腺 、ス

ルメイカ肝臓についてEPA・ DHA含 量を求め、スルメイカ肝臓に多く含まれて

いることを明らかにした。また、スルメイカ肝臓からの抽出方法とEPA・ DHA

の濃縮方法について若干の検討を行った。本年度はEPA・ DHAの 抽出精製およ

び濃縮方法を詳細に検討する。また、食品に添加する上で大きな障壁となっている

EPA・ DHAの 酸化安定性について検討する。
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水産食品の包装技術に関する試験研究                   (H4～ H6)

加工食品部水産食品科 大 田 智 樹 佐 々木  茂 文 西 田 孟

1.研 究の概要

食品の保蔵性を高める方法として最近、炭酸力
゛
スを主体とした混合がス置換包装が

注目されており、その品質保持効果が各種食品で検討されてい る。特に鮮度低下の

速い水産物では新 しい品質保持技術として期待されている。そ こで本年度は道内の

主要水産物であるシロサケの切り身加工品について混合がス置換による保蔵性の効果につ

いて検討を行った。

2.こ れまでの経過

シロサケ切り身を含気、炭酸がス、窒素と炭酸力
゛
スの混合がス(A区 :C0270%N230%,

B区 :C0250%N250%,C区 :C0230%N270%)で それぞれ置換包装し、5℃および10

℃での保蔵性の比較を行った。試験に供した試料の一般生菌数 は4.6x103でぁったが、

含気包装では、どちらの温度条件でも6日目には生菌数が106以上に増加 した。一方、

炭酸がス置換 した場合ではいずれの条件下でも6日間の保蔵では生菌数の増加はほと

んどなく、静菌効果が認められた。混合がス置換 した場合、5℃では生菌数の増加は

ほとんどなく、10℃においても混合がスA区は炭酸がスと同様の静菌効果を示したが、

炭酸がスの濃度比が低くなるほど静菌効果も低下し、混合がスB区 では6日目の生菌数

は108にまで増加 した。また、VB―Nの経時変化も一般生菌数と同様の傾向を示したが、

pHはいずれの包装、温度条件においてもほとんど変化 しなかった。

3.平 成 5年 度計画

前年度の試験で炭酸がスおよび炭酸がス・窒素がスの混合がス置換包装がシロサケ切り身

の保蔵性向上に効果があることが明らかとなった。そこで、本年度はこの包装方法

を魚卵製品 (筋子、イクラ等)に ついて応用 し、その保蔵効果を検討する。試験方法は

前年度と同様に含気包装を対照として、炭酸がスおよび炭酸/窒素の混合がスで置換包

装 したものを冷蔵 (5、10℃)し 、経時的にpH、
一般生菌数、VB―N、POV、TBAを測定

する。各包装条件での保蔵性の比較検討を行い、魚卵製品に最適な包装条件を明ら

かにする。
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水産物を利用した複合食品の製造技術に関する研究              (H4～ H6)

加工食品部水産食品科 佐 々木茂文 太 田智樹 西 田 孟

1.研 究の概要

水産物と農畜産物にはそれぞれ独特の栄養成分、風味あるいは物性を持っており、

それらを活用 して複合化することにより水産物だけでは得られなかった栄養機能あ

るいはテクスチャーを得ることが期待される。これまでにも水産食品に農畜産物を

利用した多くの製品が作られているが、複合化に関する詳細な検討はあまり行われ

ていない。そこで農産物で低次利用にとどまっているおからに注目じ水産物との複

合化について検討した。これまでにもおからを混合した食品の開発はいくつか試み

られているが、ざらつき感などのテクスチャーの問題が課題となっている。この研

究ではおからの添加により生じるざらつき感などの問題を検討するために、おから

の原料性状を把握し、すり身との複合化を行った。

2.こ れまでの経過

本実験では水分10%以下の乾燥おからを用い、その粒度分布と一般成分を分析した。

粒度分布は超音波遮、るいを用いて4区分に分け、各区分の重量を測定して行い、さ

らに一般成分の分析も行った。一般成分は常法に従って分析した。 水 産物に添加

した時のテクスチャーの検討はスケソウタラ冷凍すり身 (洋上 SA級 )に 各区分の

おから粉末をすり身乾燥重量に対して10%混合して、ねり製品を作成 して官能評価を

行った。

乾燥おからの粒度分布は全体の80%以上を120mesh以下が占め、14.5%が120～170

meshであった。各粒度の一般成分の分析の結果、粒度の小さいほど水分含量が低く、

粗タンパクも少ない傾向がみられた。すり身に乾燥おからの各区分を混合して官能

評価をすると120mesh以下および120～170meshではかなりのざらつき感があったが、

170～240meshおよび240～400meshではほとんどざらつき感が認められず良好な食感

であった。このことからこれまでのおからの添加によって生じるざらつき感は全体

の95%以上を占める粒度170mesh以下のおからに起因していると考えられた。

3.平 成 5年度計画

前年度はおからの一般成分と粒度分布を調べ、全体の95%を 占める粒度170mesh以

下のおからがもさつき感やざらつき感の原因であることを明らかにした。本年度は

テクスチャーに悪影響を及ぼす粒度の大きいおからの微細化技術について検討する

とともに、物理的特性 (吸水性、保水性)や 栄養特性 (食物繊維量)を 把握する。
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農産物などとの複合化製品の開発                     (H4～ H6)

加工食品部畜産食品科 井 上貞仁 田 村吉史 川 上 誠

1、研究の概要

畜肉を原料とした食肉製品は高カロリ
ー、高コレステロ

ール、高塩分等不健康食

品のイメージが強い。
一方近年の消費者の健康に対する志向は今後ますます高まっ

てくるものと思われる。これら食肉製品へ脂肪の添加を行わないと、製品はソフト

感、なめらか感の無い、食感も悪く、風味の乏しいものになってしまう。本研究で

は畜肉との複合化素材として、植物性油脂を選択し低コレステロ
ールの健康食肉製

品の開発を目的として検討を行った。

2、 これまでの経過

畜肉は豚ウデ肉をソ
ーセージ用原料肉として常法に従い脂肪、スジ、リンパ節等

を除去細切し塩漬して試験用サンプルに供した。

①他の配合は全て同
一で、豚脂肪を植物性油脂と置き換えソ

ーセージを試作した。

②植物性油脂を各種濃度の蛋白粉末で手ビヒ油脂を作製 し、これを豚脂肪と置き換え

てソーセージを試作した。この時、水の添加量についても同時に検討した。

③豆腐製造時に発生するおからの油脂吸着性に着目し原料肉の
一部をおからに置き

換え同じく植物性油脂添加ソ
ーセージの試作を行った。これらの結果、豚脂肪を

①単純に植物性油脂と置き換え、また②各種蛋白濃度の乳化植物油脂と置き換えて

も、水分調製を行っても油脂は分離し、エマルジョンの形成はできなかった。原料

肉の一部をおからと置き換え、おからカ
ードを作成して試作を行ったところ油脂は

分離せず、動物性脂肪を植物性油脂に置き換えたソ
ーセージの製造が可能になうた。

3、 平成 5年度計画

平成4年 度の結果から、おからで油脂カ
ードを作製することにより脂肪を植物性

油脂に置き換えたソ
ーセージの製造が可能となった。但し、おからの添加により組

織が軟弱となリフレ
ーバーも影響を受けるため平成5年度は以下について検討する。

1)お からの油脂吸着性の機構を検討する。

顕微鏡によりおからの組織、構造を観察する。

2)製 品のテクスチャー、フレ
ーバーの改善

最適の製品テクスチャ
ー、フレーバーを得るための、原材料の配合割合の検

討、同時に大豆臭のマスキングについて検討する。

3)脂 肪劣化と抗酸化法の検討

対照区、試験区の脂肪酸化速度を比較し抗酸化法を検討する。

4)保 存性の検討

おからの生菌数が非常に高いのでこの殺菌方法、保存性について検討する。
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原料肉の解凍など処理技術に関する試験研究                 (H4～ H6)

加工食品部畜産食品科  井 上貞仁 田 村吉史 川 上 誠

1.研 究の概要

良質の食肉製品を製造するためには、原料肉の品質が最も重要な要因となる。現

在加工用原料肉のほとんどは凍結肉を使用 しており、冷凍保管中や解凍時における

肉質低下が重要な改善課題となっている。本研究は、この原料肉の品質を良好に保

持するために必要な処理技術の開発を目的とし、初年度は冷凍及び解凍条件の違い

による原料肉の品質を評価 し、各処理条件が原料肉に及ぼす影響について検討 した。

2、 これまでの経過

試験用サンプルは屠殺後約 48時 間経過の道内産の豚胸最長筋を使用 し、初年度

は①凍結、保管条件を一定とし解凍条件を変化させ解凍条件が肉質 に与える影響に

ついて検討を行った。②凍結、保管条件を変化させ、解凍条件を一定とし凍結保管

条件が肉質に与える影響について検討を行った。③長期凍結保管品 (輸入加工用原

料肉)の 解凍条件を変化させて試験を実施 した。この結果、解凍条件は肉質に対し

て大きな影響を与えなかったが、歩留まりについては解凍温度は低い方が結果は良

好であった。また肉質は凍結、保管条件により大きな影響を受け凍結、保管条件が

悪く一度劣化した肉質が、解凍条件を操作することにより回復することはなかった。

3、 平成 5年度計画

平成 4年 度試験結果から品質の劣化 してしまった原料肉は、解凍条件を操作 して

も肉質は回復 しないことが示唆され、良質の原料肉を得るためには凍結、保存中の

劣化を防止することが重要であり、肉質低下の少ない凍結、保管処理技術の検討が

必要であることを認めたことから、平成 5年 度は以下について検討する。

1)ド リップ成分の分析

ドリップに含まれる成分、特に原料肉の保水性、結着性に関与するタンパク

質成分について分析し、肉質劣化の原因について検討する。

2)長 期保存試験

各種条件で凍結、保存試験を行い、各条件下における肉質の経時変化を評価

し最良の凍結保存条件を検索する。

3)組 織観察

各種凍結、保存、解凍条件下における筋肉組織の変化を電子顕微鏡および光

学顕微鏡で観察し、肉質劣化の組織的判定法を検討する。

4)そ の他の肉質判定法

DSC等 新たな肉質評価方法について検討する。
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牛予L成分の利用に関する試験研究

1.研 究の概要

(H4^VH6)

加工食品部畜産食品科 田 村吉史 川 上 誠  井 上貞仁

牛乳の需要拡大を図るには、飲料用牛乳や乳製品の消費量の増大が重要となる。

これと並んで牛乳成分や、発酵乳成分の利用も重要と考えられ る。発酵乳には、牛

乳の持つ有用成分の他に、微生物により生産された新たな有用成分も含まれている。

特に発酵乳は、最近の健康志向を反映し、機能性を持つ食品の一つとして消費が伸

びてきている。旧ソ連原産の発酵乳ケフィールには様々な生理活性物質が含まれて

いることが研究されてきている。ケフィールはその生理活性機能について研究が進

んできているにもかかわらず、日本での市販品は少ない。日本人の嗜好にあった飲

み易い製品になれば、将来性が期待できる乳製品と考えられる。

2。 これまでの経過

ケフィール粒の増殖速度 :ケフィール粒は、22℃ の場合が最も重量増加率が大

きかった。培養時間を24時 間以上にしてもその変化は小さく、長時間の培養は培

養液のpHを 低下させ菌相の変化をもたらすこと、培養液が凝固することなどによ

り、良好な培養条件は22℃ 、24時 間と考えられた。

発酵乳ケフィールの製造 :第一段階の発酵として、22℃ 、 12時 間でケフィー

ル粒と牛乳を濾別 (250μ mの フルイを使用)し 、濾別 した牛予Lをさらに第二段

階の発酵として、15℃ 、24時 間発酵させ飲料用とする。このようにして製造し

たケフィールは、粘性が高 く200mPaes以 上となる。このときのpHは 、約

4.6で カゼインの等電点付近であるため、カゼインが凝固す ることが高粘度の原

因と考えられ、このため酵素を添加することによリカゼインを分解し凝固防止を試

みた。酵素添加により粘度は低下した。しかし、ホエー分離に対しては余り効果は

認められないかった。酵素無添加のケフィールとの違いは、粘度ばかりでなく、苦

みの出現、炭酸の低下が認められた。

3.平 成 5年 度計画

1)苦み発生防止方法の検討として、添加酵素の検討及び添加物の検討

2)酵素分解に因って生じる生理活性ペプチ ドの分析として、カゼインホスホペプチ

ド (cPP)を 中心に分析検討

3)製品化検討基礎試験として製造方法の検討とチーズホエーの使用 したケフィール

様飲料の検討
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新しいナチュラルチ
ーズの開発に関する研究                 (H4～ H6)

加工食品部畜産食品科 川 上 誠  井 上貞仁 田 村吉史

1.研 究の概要

ナチュラルチーズは熟成過程において乳酸菌の産生するタンパ ク質分解酵素によ

り遊離アミノ酸を生成する。さらにこれらのアミノ酸の一部はア ミノ酸デカルボキ

シラーゼによって、チラミン、ヒスタミン、トリプタミンなどのアミンに転換され

ることが知られている。ところで、これらのアミン類は交換神経興奮作用を有する

ため多量の摂取は血圧上昇、頭痛、動悸などの生理作用、いわいる cheese effect

を誘引することが知られている。そこで、市販のナチュラルチーズのアミン類含有

量を調査するとともに、これらのアミン類を抑えたナチュラルチーズの試作に着手

した。

2.こ れまでの経過

市販のナチュラルチーズにおけるチラミン含有量を調査 した結果、検出量の最高

値は9 8 0mg/kgで あり (検出限界 l mg/kg)、 種類別では、かび熟成タイプやエ

メンタールタイプにおける含有量が多く、また、国産チーズにくらべて輸入チーズ

においてチラミン含有量が多い傾向にあった。

チラミン生成の経時変化に関して、ゴーダチーズにおけるチラ ミン生成時期は熟

成開始後 2～ 3ヶ 月であり、その後熟成とともに単純増加する傾向にあった。ブル

ーチーズにおいては熟成の比較的初期に急激な増加がみられた。

製造時におけるチーズの塩分量に対するチラミン生成の影響に関して、その抑制

効果を調べるため、製造時における塩水ブライン濃度の異なる2種 のゴーダチーズ

(①飽和食塩水 ② 15%食 塩水)に ついてチラミン含有量を測定した。熟成開始

後 5ヶ 月日までのチラミン含有量に差はみとめられなかった。

3.平 成 5年度計画

昨年度の調査を踏まえ、比較的チラミン含有量の多かった青かび熟成タイプのチ
ーズの試作を実施 し、チラミン等の生成と熟成との関係についてについて検討して

いく。特に、チーズ製造において添加される乳酸菌スターターのチラミン等生成能

力についての検討を行う。また、チラミン等をチーズにおける過熟成の指標として

利用 していく。

熟成によるフレーバに関して、ジアセチル産生能力の高い学L酸菌の利用を実施 し

青かび熟成タイプのチーズの風味改善を検討していく。
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道産味噌の品質向上に関する試験研究                    (H4～ H6)

発酵食品部調味食品科 宇 野豊子 奥 村幸広 本 堂正明

1.研 究の概要

味噌に対する道内消費者の嗜好は淡色系が主流であり、香味がす ぐれ、美しい淡色

味噌の開発による需要の拡大が期待される。

味噌は米、大豆由来の着色成分を含有するため、本来、熟成が進むと程度の差はあ

れ濃色化は避けられない現象であるが、産学官の共同研究と関連を持ちながら、原料

処理、製麹、発酵条件と味噌の色調との関係について検討する。

2。 これまでの経過

今年度は主として大豆の蒸煮条件について検討 したが、黄麹の黒判モヤシw-70を種

麹として製麹 した米麹を使用して仕込み、発酵 ・熟成条件、味噌の色調との関連など

についても検討した。

大豆は中国産中粒の皮つきを使用し、洗浄、浸漬、水切り後、真空加圧蒸練機によ

り煮熟した。

①浸漬大豆を水切りし、水を加えずにHO℃ で45min.蒸煮。

蒸煮温度に達するまでにかなりの時間を要したために、蒸煮大豆は着色が強かった。

②釜をあらかじめ余熱し、大豆がかくれる程度の水を加えて0。7kg/cm2、15min.加圧

蒸煮した。

麹は他用途破砕米を使用し、洗浄、浸漬、水切り、蒸し、冷却後、種付けし、30℃,

湿度97%の 恒温恒湿装置内で製麹した。

10しプラスチック製容器に原料大豆l kg(煮熟後2.2kg),米 l kg(製麹後ほぼ同量)

の10割麹で食塩濃度12%,水 分50%前 後を目標に仕込んだ。味噌より分離、培養した

酵母液を仕込時に添加した。仕込後、約2ケ月間30℃に保持後、20℃で保存した。その

間、2度、攪拌混合した。

①は仕込時から大豆の着色が強かったため、熟成後は着色の強い味噌となったが、

②は加圧水煮 したため、大豆の着色が少なく、淡色でおとなしい色調の味噌となった。

3。 平成 5年度計画

味噌の色調は大豆の蒸煮条件によって、影響されることが明かとなった。

今年度は平成 4年度に引き続き、

1)原料の処理条件

2)製麹条件 香 気成分による麹の評価

3)発酵条件    ″    熟 成度判定 等 について検討する。
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調味料の精製技術に関する試験研究                     (H4～ H6)

発酵食品部調味食品科 奥 村幸広 本 堂正明 宇 野豊子

1.研 究の概要

近年、消費者の食品に対する健康志向は、醤油をはじめとする調味料に対して低

塩・減塩化という傾向を産み出した。また、めんつゆなどの液体調味料では、従来の

濃縮タイプでは風味が損なわれるため、そのまま使用するス トレ
ー トタイプが生ま

れてきた。これらの新 しい調味料は、従来のものよりも塩分含有量が低いため、保

存性が劣っている。そこで、市販されている醤油とめんつゆ類について、保存方法

の指定表示の調査をおこなった。

2。 これまでの経過

大手スーパーにおいて販売されている液体調味料のうち、 「こいくちしょうゆ」

‐   14点 、 「うす塩しょうゆ」2点、 「減塩 しょうゆ」2点、 「加工 しょうゆ」3点、 「つ

ゆ」のうち濃縮タイプH点 、ス トレ
ー トタイプ2点について、保存方法の指定表示を

調べた。

1)醤 油 :「 こいくちしょうゆ」14点のうち、
"開
封後要冷蔵

"の
表示があるもの

は2点、そのうち1点は加熱処理をおこなっていない 「生しょうゆ」であった。 「加

工 しょうゆ」3点では1点に表示があった。 「うすくちしょうゆ」2点のうち
"開
封後

要冷蔵
"の
表示があるものは1点、 「減塩 しょうゆ」では2点すべてに表示があった。

「減塩 しょうゆ」の表示は赤文字など目立ったものであった。

2)め んつゆ :濃 縮タイプH点 のうち、
"開
封後要冷蔵

"の
表示があったものは

10点、そのうち2点は赤文字などの目立った表示であった。ス トレ
ー トタイプ2点に

はすべて赤文字などの目立った表示で
"開
封後要冷蔵

"と
されていた。

また特別な表示の無いものにも
"開
封後はできるだけ冷蔵保存

"す
るよう推奨する表

示があった。

3。 平成 5年度計画

低塩分の液体調味料の除菌方法として、膜処理を行う

1)使用する膜の種類の検討

2)市販液体調味料の膜処理による成分変化の検討
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調味食品素材の開発に関する試験研究

―新規根菜野菜ヤーコンを用いた糖質甘味素材の開発―

(H4-H8)

発酵食品部調味食品科 本 堂正明、宇野豊子、奥村幸広

1.研 究の概要

南アンデス原産のキク科の根菜野菜ヤーコンは道内でも栽培 され始め、生産量の

増加に伴い、用途拡大や高度加工化が望まれている。塊根は水分が約 88%と 多汁

質で、また固形物の約 85%が 糖質である。しかも糖質の約 70%が 難消化性、難

う触性、ビフィズス菌増殖効果等を有するフラクトオ リゴ糖である。本研究では、

ヤーコン塊根の総合・高度利用の一環として、これら機能性糖質を用いた甘味素材の

開発を目的としている。

2.こ れまでの経過

1)205・ 25℃ の各温度でのダンボール箱バラ貯蔵 ;貯蔵性は悪く、 2℃ 貯蔵

で約 2カ 月が限度であった。また貯蔵中フラクトオリゴ糖は減少した。とりわけ2

5℃ 貯蔵では最も急速にフラクトオ リゴ糖を分解 した。

2)ヤ ーコン懸濁汁液の青臭み除去と清澄化・脱色 (無色化);5%活 性炭処理で

脱色、脱臭、清澄化が可能であった。 5%活 性炭処理では活性炭吸着による全糖質

含量の損失は約 15～ 20%で あった。各糖質成分では、重合度の高いフラク トオ

リゴ糖ほど損失率 (吸着率)が 高かった。単糖の損失は殆どなかった。カルシウム

塩沈澱処理の併用で活性炭添加量を2.5%に 軽減可能であった。5%活 性炭処理汁

液の香味改善に吸着剤処理を行った。各糖質成分の損失は数%前 後で、ポリビニル

ポリピロリドン処理が他処理試料より比較的香味等の官能審査結果が良かった。

3)清 澄汁液中の機能性糖質の酸加熱安定性 ;有機酸添加 (pHが 4.2付 近)後 、

90℃ で加熱した。フラク トオ リゴ糖の重合度が高いほど酸加熱安定性が悪 く、分

解率が高かった。

4)懸 濁汁液の微生物処理による青臭み除去及び発酵液の利用 ;紅麹菌及び酵母

による培養を行い、いずれもヤーコンの青臭みを除去することが可能であった。前

者では、フラクトオリゴ糖の損失はなかった。マイル ドな味噌の香りを生成 した。

後者では、フラクトオリゴ糖も消費され減少した。酵母臭が生 じた。

3.平 成 5年度計画

1)活 性炭処理清澄汁液の利用 (加熱臭除去法の検討)、 2)紅 麹菌処理汁液及

び酵母処理汁液のアルコール飲料としての可能性の検討、 3)搾 汁液の乳酸菌処理

の検討
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大豆蛋白質の高度利用に関する試験研究                   (H4～ H6)

発酵食品部調味食品科 奥 村幸広 本 堂正明 宇 野豊子

1.研 究の概要

食品素材としての大豆の需要は食用油としてのものが多 く、蛋白質の利用は副産

物的な色合いが強い。実際、搾油粕としての蛋白質は多くが飼料として利用されて

おり、食用としての利用は多くの余地が残されている。また大豆蛋 白質は植物蛋白

質のなかでもゲル形成能や気泡性などの機能性に富んでおり、食品加工技術の上で

興味深い対象でもある。今回は、新規加工方法が蛋白質に与える影響を確認するた

め、低変性の大豆蛋白質を分離する方法について検討をおこなった。

2。 これまでの経過

原料として中国産大豆を用いた。蛋白質の変成を低 く抑えるために、大豆の粉砕

から蛋白質抽出までの操作は5℃以下でおこなった。大豆は粉砕後ヘキサンで脱脂 し

た(脱脂大豆)。脱脂大豆からの蛋白質抽出はThanhらの方法
1)に
従 って、 1)pH7.8

の緩衝液で1時間抽出、2)ガ
ーゼろ過、遠心分離で抽出液を得る、3)pH4.2に 調

整後遠心分離、4)沈 殿をpH4。2緩衝液に懸濁させた後、lN NaOHでpH7.8に調整 して

遠心分離、 5)上 清を80%硫安で塩析、6)透 析、という段階で行い、最後に凍結乾

燥 した。ケルダール法により、大豆蛋白質の抽出効率を測定したところ、全窒素と

して約48%であった。精製操作の中で低効率であったのは、緩衝液による抽出の段階

で、約67%(全窒素)であったため、この段階の損失を減少させることにより、より効

率的な蛋白質の抽出がおこなえると思われる。

蛋白質変性の指標としては窒素可溶指数(NSI)を使用 した。NSIιま試料を上記緩衝

液中で25℃、2時間攪拌し、上清の窒素と試料の窒素(ケルダ
ール法)の比より算出し

た。今回抽出した蛋白質のNSIは、約98%と良好であった。これは脱脂を含めたすべ

ての操作を、5°C以下という低温下でおこなったためと思われる。

3.平 成 5年 度計画

上記の方法で得られた低変成分離大豆蛋白質、および豆乳を使って以下の試験を

行 う。

1)高圧処理による大豆蛋白質のゲル化と前処理条件の検討

2)高圧処理によるゲルと従来のゲルとの物性比較

1) V.H.Thnahら  エ セ rfct メセχカゴ働、_ 24,1117(1976)
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酒類の製造技術に関する試験研究                   (H4～ H5)

発酵食品部発酵食品科 富 永一哉 吉 川修司 浅 野行蔵

研究の概要

酒類を製造するという工程は、糖類やデンプンなどの炭水化物を酵母で発酵させ

エタノールを生成することである。種々の異なった原料および微生物を用いて醸造

を行う場合、それらの特性によって酒類としては不適当な物質を生成する場合、あ

るいは、酵母が生育するのに最良の環境を与える事ができない場合も知られている。

これらの要素を組成分析によってモロミの発酵環境を把握し、より優良な品質の酒

類を提供する事を目的とする。

これまでの経過

低沸点成分の分析のためには、ガス・クロマ トグラフィーを用い、試料直接導入

法およびヘヅドスペース導入法などの分析方法の充実を図り、醸造によって生成さ

れる種々の成分に適切な吸着剤や処理方法を設定した。例えば、吸着樹脂 Thermon

二1000 Sunpak―A(信 和イLE)、 PER-1000(Uniport R)あるいは、キャピラリーカラム

(PEG-20M、φO。32mm×25m)(GLサイエンス社)等 を用いて良好な結果を得た。

また、有機酸成分の分析のために高速液体クロマ トグラフィー (カラム TsKgel

OApak―Pと TSKge1 0Apak―Aの 直列配置、BTBに よるポストカラム反応システム)を

設定すると共に酵素キットを検討し適切な使用法を設定した。

平成5年 度計画

清酒の製造方法の中に
"生
もと造り
"、 "山

廃造り
"と
いう仕込方法があるが、

酵母による発酵の前に自然に増殖してくる硝酸還元菌や乳酸菌を適切に制御する事

が必要である。道内でもこれらの方法で酒造りが行われているが、勘に頼っている

部分が多い。

揮発成分や有機酸の生成及び減少の様子をとらえて、より品質の安定した製品造

りへの方法を探る予定である。

2.

3.
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道産果実によるワイン、蒸留酒、リキュ
ール類に関する研究          (H4～ H5)

発酵食品部発酵食品科 富 永
一哉 吉 川修司 浅 野行蔵

1.研 究の概要

ハスカップは、寒冷地に自生する植物の
一つで、本道においては新たな園芸作物

として注目されている。この果実の純粋な果汁のみをヮインの原料とした場合は、

酸濃度が高すぎるために発酵が阻害される。また、味も酸味が強すぎて、飲み易い

ワインは得られない。従来これを解決するために、果汁を炭酸カルシウムで中和す

るか、ブドウなどの酸度の低い果汁を混合して酸度を低下させた。しかし、ハスカ

ップは非常に酸度が高いため、炭酸カルシウムの使用量が多くなり、味に苦みが残

ってしまう。また、他の果実の果汁を混合した場合には、ハスカップ独特の色やほ

のかな香りの特徴が失われ、個性的なヮインは得られない。

本研究の目的は、この強い酸味を持ったハスカップを原料として、果実の色や香

りの特徴を持った優良なワインの製造法を開発することにある。

2。 これまでの経過

陰イオン交換樹脂によって、果汁から酸を全部あるいは部分的に除去した。炭酸

カルシウムによる減酸処理では、イオン交換樹脂処理に比べ、同 じpHに調整しても

滴定酸度はかなり高 くなることがわかった。ワインの有機酸の組成には、炭酸カル

シゥム処理ではリンゴ酸のみ影響を与え、
一方、イオン交換樹脂処理では、クエン

酸とリンゴ酸、特にクエン酸を効果的に除去していた。

試醸 したワインの官能評価から、イオン交換樹脂による果汁の酸の低減は、発酵

に用いる酵母の生育が阻害されない濃度までに減少させる方法であれば良いことも

わかった。酸を除去 した果汁と未処理の生果汁とを混合し、酵母の生育に適当なpH

に調製 して醸造した場合も良い評価を得た。ワインの味のバランスを考慮すると、

ある程度の酸が存在する方が飲料としては好ましいと思われた。

3.平 成 5年 度計画

今年度の研究目標として、適切な商品設計を立てた。問題点としては、品質の安

定性を確認する必要があるので、ワインの保存試験等を行い、より詳細な成分分析

を加えていく。具体的試験としては、ビタミン等の有用成分の分析、交換樹脂の使

用方法の検討、樹脂の再生利用回数の確認試験、樹脂と炭酸カルシウムとの併用の

検討、退色性試験、香気性成分の分析等を行う予定である。
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漬物の加工技術に関する試験研究                      (H4～ H5)

発酵食品部発酵食品科 吉 川修司、富永一哉、浅野行蔵

1.研 究の概要

近年、漬物に対する消費者の嗜好が変わり、低塩 ・サラダ感覚の浅漬 (発酵を伴

わない)へ と消費の主体が移ってきているが、かつて食卓にのぼった古漬けの発酵

による独特の風味を懐かしむ声もある。しかし、従来の製法では、発酵に関与する

微生物は、耐塩性で選択するのみであり、一定品質の製品を提供 しにくい原因とな

っていた。

現在、微生物の働きを利用 した食品の多くは、スターター (発酵を促進させるた

めに原料に加えられる純粋培養 した微生物)を 加えて製造 している。スターターに

より、雑菌の相対比率が減少 し、繁殖が抑制される効果と共に、微生物の働きによ

って、物質の分解、物質変換によるうま味や良い香りの増加も期待できる。

そこで、まだ微生物を利用 した発酵食品生産が行われていない素材に微生物スタ

ーターを作用させ、特色ある漬物などの発酵製品を製造する研究を開始 した。

2.こ れまでの経過

平成 4年 度は、各種漬物 ・発酵ソーセージなどから酵母や乳酸菌を分離 し、どの

ような菌を用いることで特色ある製品を製造できるか検討 した。

分離培地としてGYP寒 天培地を使用した。GYP培 地には、乳酸菌の生育を促

進するTween80や ミネラルが含まれている。

_塗 抹試料は、試料に滅菌生理食塩水を加えてホモジナイズし、破砕液を滅菌生理

食塩水で希釈して調製 した。これにGYP寒 天培地を重層 し、30℃ ・2日 間培養

した。乳酸菌など酸を生成する菌は、GYP培 地中の炭酸カルシウムを溶かし、コ

ロニーの周囲を無色透明にする (ハロの形成)。 このハロを生じたコロニー及びコ

ロニーの形状から酵母であると思われる特徴的なコロニーを純粋分離 し、顕微鏡で

の形態観察などを行った。

漬物 8種 、発酵ソーセージ2種 より酸生成菌を269株 、酵母を 5株 分離 した。

酸生成菌のほとんどが拝菌であることから、従来の風味の製品を製造するためには

乳酸禅菌をスターターとして使用することが妥当ではないかと考えられた。一方、

新たな風味の付与が乳酸球菌を使用することで可能であることが示された。

3.平 成 5年 度計画

漬物中の微生物割合を参考に、各種学L酸菌のスターターを用いて、漬物及び漬物

用素材を発酵により製造する方法を検討する。
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漬物の殺菌技術に関する試験研究                     (H4～ H5).

発酵食品部発酵食品科 吉 り|1修司、富永一哉、浅野行蔵

1.研 究の概要

近年、漬物の低塩化が進み、賞味期間延長という食品の持つテ
ーマとは相入れな

い状況を作り出している。これらの状況は、酸の添加 0浸透圧 (または水分活性)

維持 ・加熱殺菌の強化などで克服されてきているが、こうした対策を取りにくい製

品もある。そこで漬物の微生物汚染を防止する研究を始めた。

2.こ れまでの経過

平成 4年 度は、天然抗菌物質 ,抗菌性包装資材による漬物の保存性向上の可能性

を検討した。

抗菌物質として唐辛子の辛み成分 ・カプサイシン、胡椒の辛み成分 ・ピペ リン、

かになどの甲羅に含まれる成分 ・キチンの溶液を用いた。培地は、MRS培 地とそ

の成分を 1/5にした培地を用いた。抗菌物質添加量は、カプサイシンおよびピペ リ

ンは、4000～125 μg/威、キチン溶液は、 0。4～0.0125%と した。菌株は、ルεノー

ノノr/s ∫α%ノノノs/HUノ "7、 ∫̀′p/2′ノθθθごσ″S ′″′
・θr/S″壼導ノノイ9、 ιθ″σο′θiιθε ttese/2-

`erOノdθ∫ ICM 6124、 ι′σια陸“υノ″∫ρノ′″ι′r″〃 ノα″ノノイ9、 Zygθ∫′σ6・/7′′θ4/`}θS Fθ~

″″ノ/Faノ田6、 醸造協会 9号 酵母など由来の明確な菌株と浅漬から分離した変敗

菌を用いた。これらの培養液を希釈 し、プレー トに塗抹後、30℃ 03日 間培養 し

た。抗菌性包材の試験は、野沢菜漬を漬液と共に銀ゼオライ トフィルム (凸版印刷

(株)製 )で 包装後、25℃ 05℃ で保存し、pHO一 般生菌数 ・漬液の濁度を測

定した。

カプサイシンは、通常の培地濃度で ′,s〃沙′〃ノJこ抗菌性を示した (MIC 125 μ g/

鵬)が 、他の菌には、あまり抗菌性を示さなかった。ピペ リンは、通常の培地濃度

で′,s″″ノお、∫″′.′r/Far/S、浅漬から分離 した変敗菌に抗菌性 (前二者は MIC 125

μg/威、後者は MIC 250μg/融)を 示 したが、他の菌には、あまり抗菌性を示さな

かった。キチン溶液は、培地濃度によらず′,sめ′ノノお、∫ι′。′″′F″S、分離変敗菌に

効果を示 した (MIC O。2%)。 乳酸菌にも低培地濃度で抗菌性を示 したが、酵母類に

は抗菌性を示さなかった。抗菌性包材単独では、細菌数を抑制する効果を示さなか

ったが、一部の細菌には抗菌性を示した。

3.平 成 5年 度計画

道産漬物のある種のものに大腸菌の汚染があり、納入先の検査で指摘される事が

あることがわかった。今年度は、生化学的、遺伝学的手法を用いて大腸菌の汚染源

を探し、大腸菌汚染の対策を立てる。
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漬物における農水産素材の複合化に関する試験研究              (H4～ H5)

発酵食品部発酵食品科 吉 川修司、富永
一哉、浅野行蔵

1.研 究の概要

醤油 ・日本酒 ・乳製品など微生物の働きを利用 した食品は、スタ
ーターを用いて

発酵させている。スタ
ーターとは、発酵促進のために原料にカロえる純粋培養した微

生物を言うが、単に発酵を促進するだけでなく、微生物による物質の分解 0変換に

よるうま味や良い香りの増加も期待できる。

微生物を利用 して、魚介類を原料とした漬物を製造する研究はあまり行わていな

い。そこで、道内外共に人気が高い農産物と水産物などの素材 を用いた漬物 (以下、

複合素材漬物と呼ぶ)や 複合素材漬物の風味を生かした漬物用調味液を生産するた

めに、スターターを用いた製造法の研究を始めた。

2.こ れまでの経過

複合素材漬物の発酵に関与する微生物は、酵母と乳酸菌だが 、平成 4年度は、酵

母についてスターターとして機能させるのに適する条件を検討 した。

スターターは、醸造協会6号 酵母をYPD培 地中で振盪培養して集菌し、凍結保存

したものを用いた。使用する際には、生菌数を確認の上用いた。発酵素材は、鮭頭

部のペース トを用いた。

ペース トに乳酸を添加し、pHを 4前 後とし、ペ
ース トに対 して、塩化ナトリウ

ム 3%、 ぶどう糖 15%、 水分 15%、 スターターをペース トlgに 対し、104、

5× 101、 5× 106、 もしくは、5× 107含 まれるように添加し、よく混合 して

20℃ で発酵 した。

生成したエタノールは、ガスクロマ トグラフィーで、残糖量は、酵素キットを用

いて比色法で、酵母数は、YPD培 地を用いて生菌数を測定した。

スターター酵母濃度を検討した結果、7× 105/g。 へ
°―ストが 、エタノール発酵が

最 も早 く進行 した。このスターター濃度で、初発糖濃度を検討 した。糖濃度が増加

するに伴い、エタノール生成量は増加 したが、エタノール生成速度は、20、 25

%グ ルコースでは遅くなり、酵母の生育が抑えられた結果と考えられた。したがっ

て、エタノール生成速度が早く、生成エタノール濃度の最高値が高いという点から、

最初糖濃度は 15%が 適当であった。また、硫酸アンモニウムを加え、窒素源濃度

による発酵への影響を試験したが、影響は見られなかった。

3.平 成 5年 度計画

今後は、発酵に関与するもう一つの微生物である乳酸菌について、種々の条件で

実験し、酵母と乳酸菌による複合スターター系を組み立てていく予定である。
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電磁波を利用した加工工程の合理化に関する試験研究             (H4～ H5)

応用技術部食品工学科 清 水英樹 熊 林義晃 渡 退 治

山崎邦雄 清 水條資

1.研 究の概要

食品加工分野における電磁波の利用は、乾燥をはじめ加熱、殺菌、熟成など広範

囲にわたる。特に乾燥工程においては、その原理的特性上、他の乾燥法に比べ乾燥

時間の短縮や被乾燥物の品質保持などの特徴を一般に有する。本研究では、農産物

(きのこ、たまねぎ、にんじん)を 対象素材として、乾燥工程への電磁波の導入に

関する検討を行うとともに、他の乾燥方法との比較検討を行い、素材に適した乾燥

方法の確立を目的とする。

2.こ れまでの経過

1株 約3kgの マイタケを試料として、マイクロ波減圧乾燥、遠赤外線乾燥、真

空凍結乾燥、通風乾燥の4方 法により、温度、圧力などの操作条件を変え、乾燥後

の含水率が約 10%と なるまで乾燥試験を行った。また、乾燥品の評価として、収

縮率、復元性、SEMに よる形状観察、色調、水分活性等の比較評価を行った。

乾燥時間は、マイクロ波減圧乾燥が3時 間前後と最も短く、他の方法では約40

時間を要した。品質面では、収縮率、復元性ともに真空凍結乾燥品が収縮もなく、

復元に要する時間が数分と良好であった。また、SEM観 察においても、生の組織

状態を維持 していることが認められた。他は、乾燥方法、条件によらず収縮が認め

られ、復元にも時間を要した。色調、水分活性については乾燥方法、条件間に大き

な差は認められなかった。

以上のように、品質面では真空凍結乾燥品が良好であったが、エネルギーコスト

高の面もあるため、品質を維持しかつエネルギーコストを低減し得る操作条件の検

討が必要と思われる。また、マイクロ波減圧乾燥はヽマイタケのような複雑な形状

のものでも若干の収縮は認められたが、短時間で均一に乾燥できる特徴があり、他

の素材に対 しても効率的な乾燥法として、その応用が期待できる。

3.平 成5年 度計画

たまねぎ、にんじんを用い、上記と同様に各乾燥方法について温度、圧力などの

操作条件を変えて、品温、時間、含水率などを計測し、それぞれの乾燥特性を検討

する。また、乾燥品の品質評価として、たまねぎは香気成分、にんじんはカロチン

の分析を中心に比較評価を行う。また、色調、復水性についてもあわせて評価を行

う。

一-28-一



エクス トルーダー利用による加工食品の開発 (H4-H6)

山崎邦雄 清 水條資

熊林義晃

応用技術部食品工学科 渡 邊 治

清水英樹

1.研 究の概要

近年、食品加工の分野において注目されている技術の
一つにエクス トルーダーが

ある。エクス トルーダーとは食品素材にスクリューによる機械エネルギーとヒー

ターや摩擦による熱エネルギーを同時に与え、装置内部で圧縮、粉砕、せん断、混

合、混練、加熱、殺菌、酵素失活、組織化、押 し出 し、成形、膨化などを起こさ

せ、食品を加工する機械である。この装置は複数の加工行程を一度に行なうことが

可能なため、エネルギー、労働力の節減に役立ち、高い生産効率 と連続生産が可能

である。我々はこの装置の原料によらない広い汎用性と連続生産性の面に着日し、

エクス トルーダーを利用 し、道産原料を用いた加工食品の製造試験を行つた。

2.こ れまでの経過

2軸 エクス トルーダー (神戸製鋼所、TCO-30、L/D=24)で 、原料に道産そば粉を

用いて 「100%そ ば」の製造を試みた。運転条件と引つ張 り強度の関係では、まず含

水率の影響を試験 した。加水量をo。4L/h(含 水率21.3%)、 0.6L/h(同25.7%)、

0.8L/h(同29.6%)と 変化させた結果、含水率が下がるに従い強度は上がった。また

含水率が低いほど、経 日変化の割合が大きくなっていた。次にスクリユー形状の影

響を試験するためフォワー ドのみの場合と、それにリバース、ニーディングを加え

た2パ ターンで運転 した。この結果、形状の違いによる大きな差は認められなかっ

た。 3番 目にバレル温度の影響を試験するため、4種 類の温度設定で運転 し、さら

に手打ちそばの物性と比較 した。この結果、製造当日には大きな違いは認められな

いが、経日変化においてその違いが顕著に現われ、また手打ちの挙動 と比較 した場

合、60～70℃に
一つの境界点が認められた。これについてそば中のでんぷんのα化

度との関係を試験 した。その結果、100%そ ばの場合、でんぷんの α化および熱変成

したタンパクがつなぎの役割をはた し、そのα化度が生そばおよび茄でたときの物

性に大きく影響 していることがわかった。

3.平 成 5年 度計画

今年度は昨年度明らかになったことをもとにさらに1)そ ば中のタンパク質の変

化、 2)運 転温度とそれに伴う製品の最適ゆで条件の検討、 3)ダ イの口径を2mm

から lmmに 変えることにより実際に 「そば」を製造。

また、そばのノウハウを生か し材料にチホク小麦等道産の小麦粉を用い、 「うど

ん」や 「スパゲテイ」様のエクス トルーダー製品を試作する予定である。
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膜利用による食品の分離、濃縮技術に関する試験研究            (H4～ H6)

応用技術部食品工学科 渡 邊 治  清 水英樹 熊 林義晃

山崎邦雄

1.研 究の概要

膜を用いた分離 ・濃縮技術は加熱操作 を必要としないため相変化を伴わず、食品

成分の品質劣化および濃縮工程中のエネルギー消費量が少ないという利点があ り、

また新 しい膜材の開発により近年めざましい発展、研究、普及が行われている。当

研究では限外ろ過 (uF)、 逆浸透 (RO)、 低阻止率逆浸透 (Loose RO)を 組み合

、 わせた果汁濃縮システムの開発を検討 した。

2.こ れまでの経過

膜濾過法を用いた多段階濃縮システムとして、第 1ス テージをuF膜 によるペクチ

ン ・パルプ質の除去、第 2ス テージをRO膜 による高阻止率濃縮、第 3ス テージを

Loose RO膜による低阻止率濃縮 (高濃度濃縮)と 位置付けたシステムを検討 した。

UF膜 (日東電工、NTU-2120)|こ ついては流量一定 (Q=1.OL/品h)で 操作圧をo。1

～0.4MPaと変化させ、また操作圧を一定 (P=0.3MPa)と し流量をo:5～1.85L/minと

変え、透過流量の圧力および流量依存性を確かめた結果、流量に寄らず圧力のみに

依存するという従来の結果を追試 し、純水透過係数Lp=2.504× 10■Om3m~2s■Pa~1を得

た。第 2ス テージのRO膜 (日東電工、NTR-7199)に ついては操作圧 5 MPa、流量

10L/minでBrix8.1のSucrose溶液の 7時 間連続濃縮を試み、その結果Brixは9。9まで上

昇、透過液量はH22ml(約 20%)、 阻止率は100%で あり、RO膜 として十分な性能

が見られた。第 3ス テージのLoose RO膜 (日東電工)に ついてNTR-7450で は800ml

(Brix 19.4)のSucrose溶液の体積 2倍 濃縮実験を行い、操作圧o.6MPa、流量1.5L/

minの条件下で 7時 間後の終了時、Brixがそれぞれ21.6(濃縮液)と 16.7(透 過液)

であり阻止率は58.36%で あった。またNTR-7250を 用いて同様の実験を行つたが 7

時間後の透過液量がわずか6.8ml、透過液のBr破は5.4で阻止率は99.81%で あ り、こ

の膜をLoose ROと して用いることは適当でないという結果を得た。

平成 4年 度の結果として、多段階連続濃縮システムにおけるROに ついては阻止率

の点からNTR-7199、Loose ROについてはNTR-7450が適 していることがわかった。

3.平 成 5年 度計画

果汁モデル液を用いた基礎実験 としては操作圧力 をさらに高 くした場合、また

温度 を
一
定に保ったときの透過流量、阻止率の変化 についての確認を、 また基礎実

験と平行して実際に果汁の濃縮実験を行う予定である。
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高圧処理技術の食品への応用に関する研究                 (H4～ H6)

応用技術部食品工学科 山 崎邦雄 熊 林義晃 清 水英樹

渡邊 治  清 水條資

1.研 究の概要

近年 CIP、 HIP等 の超高圧装置の技術が発達 し、色々な分野で生産手段とし

て使われるようになり、数千気圧の高圧を加熱に代わって食品の調理、加工、殺菌

、保蔵への利用研究が注目されている。本研究は高圧処理プロセスを食品加工に利

用することにより、食品素材の元の風味、香り、ビタミンなどを残した、今までに

ない食感、歯ざわりを持った食品の開発を目的とした。

2.こ れまでの経過

高圧処理装置は神戸製鋼所製の、処理室寸法 D60mm× L20 0mm、最高圧力7000気

圧、温度範囲RT～80℃でピストン直圧式を用いた。本年度は微生物に対する高圧の

効果試験とし酵母と生乳の高圧処理を行った。またタンパク質 に対する圧力効果の

試験として豆乳のゲル化について検討 した。使用酵母はOC-2(協 会 1号 )で YPD

培地で培養 し、試料とした。培養液をテストール (10ml)に 入れ、加圧処理後、生

菌数を測定 した。SEMを 用い細胞の変化を観察した。生乳の殺菌効果については

酪農学園大学牛舎の混合乳を用い、標準寒天培地 (二,ノスイ)を 用い生菌数の測定

を行った。豆乳は大豆を3倍 量の水で
一昼夜浸漬し、磨砕、ろ過した後、タンパク

濃度を調製、加圧処理後、ゲル強度をレオメーターで測定 した。

酵母を圧力1000～7000気圧、5～ 20分で処理 した結果、4000気圧 5分 の処理で死

滅 した。SEM観 察の結果5000気圧以上で表面が凹凸となりはじめた。3000気圧で

も一部死滅 していることから、TEMに よる細胞内部構造の観察が必要である。

生乳の殺菌効果についてみると3000気圧15分で死滅率約70%、 4000気圧で急激に

減少し93%、 7000気圧で99%で 完全には死滅 しなかった。

タンパク質の変性試験では豆乳のゲル化開始条件を検討した。タンパク質濃度 6

%以 上処理圧力5000気圧でゲル化 (試料片を作り得る固さ)を 開始した。7%、 処

理圧力6000気圧ではきぬごし豆腐と同程度のなめらかなゲルが出来た。ゲル強度は

30gであった。

3.平 成 5年 度計画

前年度に引き続き高圧による殺菌効果について (サルモネラ菌)。

タンパク質 (大豆、卵自、その他)の 高圧処理による新規食品の開発。

乳製品の品質及び保存性の向上における高圧処理の可能性について。
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新規乳酸菌宿主ベクター系の構築と食品加工への利用に関する試験研究     (H4～ H6)

応用技術部生物工学科 池 田隆幸 八 十川大輔 長 島浩二

1.研 究の概要

乳酸菌は多くの発酵食品製造に関与する重要な菌である。特に本道においては、

各種乳製品、味噌、醤油、漬物などの乳酸菌関与食品の生産額が食品工業出荷額の

約15%を 占めている。これらの食品の付加価値をさらに高めるために、乳酸菌改良

技術の確立は極めて重要な研究課題の一つである。一方、遺伝子組換え技術は近年

急速に発展した微生物育種改良技術であり、新規食品の開発や食品製造プロセスの

改善のためには必要不可欠な先端技術である。

この様な観点から、本試験研究は乳酸菌の育種改良のための宿主ベクター系の開

発と有用形質の探索導入技術を確立することにより、広 く食品工業へ利用可能な系

の構築を目的としている。

2.こ れまでの経過

北海道産の味噌及び醤油の発酵途中のサンプルを 8種 類を乳酸菌の分離源として

用いた。これらのサンプルを、7%の食塩を含む乳酸菌分離用寒天培地 (GYP寒天培地)

に塗布 し、乳酸を産生する株をスクリーニングした。得られた乳酸菌を GYP培地で

数日培養 し、アルカリ溶菌法で溶菌後、除タンパクし、アガロースゲル電気泳動を

行うことによリプラスミド (核外環状遺伝子)を 検出した。

その結果、好塩性の乳酸菌を約 200株分離 した。それぞれについて、プラスミド

の保有の有無を調べたところ、34菌株にプラスミドの存在が確認された。それぞれ

の細胞中に存在する保有プラスミドの種類を調べたところ、 1種か ら最高 8種 類の

プラスミドを同時に保有 していることが明かとなった。乳酸菌のベクターとして開

発するためには、低分子量でしかも1種類のプラス ミドを保有する乳酸菌から研究

を開始することが望ましい。そこで、この条件に合う3種 類の菌株を選定した。こ

れらの菌は、分離源、10%の 食塩濃度に耐性であることおよび顕微鏡観察の結果か

らPediococcus halophilusまたはその類縁の菌であると考えられた。それぞれの菌

が保有するプラスミド (pSKPB18,pSKPA4,pSKPD2と 命名)の 分子量はそれぞれ

3。2キロベースペア (kb)、 10。4kb、12.Okbと計算された。

3。 平成 5年 度計画

乳酸菌宿主ベクター系を構築の材料の確立を目的として、以下の研究を行う。

1)分 離 したプラスミド上の有用形質を同定 し、そのDNA塩基配列を決定する。

2)国 内菌株保存機関の乳酸菌の中から、宿主として適 した乳酸菌を特定する。

3)電 気穿孔法による形質転換条件の検討を行う。
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細胞融合による有用食品微生物の開発と利用に関する試験研究      (H4～ H6)

応用技術部生物工学科 長 島浩二 八 十川大輔 中 川良二

1.研 究の概要

紅麹菌 (Monascus属)は 色調、香り、生理活性物質の生産性などの面で他の麹菌

にない特徴を持っており、食品に利用 した場合、特色ある製品ができると思われる

が、増殖速度が遅いなど、工業的利用には問題点がある。

本研究では、紅麹菌を利用 した特色ある食品を開発するために、本菌の細胞融合

技術を確立し、この技術を利用した紅麹菌の改良と特色ある菌株の創製を目指して

いる。本年度は各種紅麹菌の特性を比較した上で、2種 類の菌株 (M.perpureusと

M.pilosus)を選び、これらの菌を紫外線処理して細胞融合のための栄養要求性変異

株を単離 した。

2.こ れまでの経過

細胞融合に使用する菌株を選択する目的で、8種 類の紅麹菌を用いその特性を比

較した。各紅麹菌より胞子を単離 し、一定数を蒸米あるいはホ
°
テトデキストロース(PD)

液体培地に植菌し、前者は30℃ で 10日 間、後者は振盪下 25℃ で5日 間培養 し

た。米麹については、色調を見るとともに、菌体量、α―アミラーゼ活性、グルコ

アミラーゼ活性、酸性プロテアーゼ活性を測定 した。液体培養については、菌体量

及び培養液中の酸性プロテアーゼ活性、エタノール量を測定 した。これらの結果よ

り、細胞融合の親株としてM.perpureusとM.pilosusを選んだ。

次に、これら菌株の栄養要求性変異株の単離を行った。各々の菌株より胞子懸濁

液を調製 し、4 0cmの距離から紫外線ランプを90秒 間照射 した。この紫外線照射

胞子懸濁液をPD寒 天培地に塗布し、コロニーが一定の大きさになるまで30℃ で

培養した。繁殖 してきたコロニー数百個をまとめて胞子懸濁液を調製 し、最小培地

での培養とグラスフィルターでのろ過を2回 繰り返 し、最終的にろ液に残った胞子

をPD寒 天培地上で繁殖させ、コロニーを形成させた。これらのコロニーをPD寒

天培地と最小寒天培地に移 し、後者の培地で繁殖できなぃものを栄養要求性変異株

として単離した。M.perpureusで 11個、M.pilosusで3個 の変異株を得た。

3.平 成 5年 度計画

1)変 異株の栄養要求性を同定する。

2)変 異株と野性株で各種特性がどのように違っているかを調べる。

3)プ ロトプラストの調製条件、細胞壁の再生条件及び細胞融合条件の検討を行う。

4)A.oryzaeと M.perpureusあるいはM.pilosusとの間で細胞融合を行い、融合株を

単離する。
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遺伝子操作技術を利用した糖質代謝酵素の生産及び当該酵素の食品工業への利用に関する試

験研究 (H4-H6)

応用技術部生物工学科 八 十川大輔 中 川良二 池 田隆幸 長 島浩二

1.研 究の概要

酵素は、道内食品工業における廃棄物の処理コス トの軽減および有効利用、道産

未利用生物資源の有効利用、製品の付加価値向上、及び機能性を付与した新製品の

開発等に有用と考えられる。現状では食品加工用の酵素は高価であり、必ずしも有

効に利用されているとはいえない。

遺伝子操作技術は1)酵 素の性質を改良する、2)菌 体当たりの牛産量を増大す

る、3)精 製課程を簡略化する、などに非常に有効な技術であるが、道内の業界に

はまだ定着していない。

本研究は、遺伝子操作技術を用いた安価な酵素の大量牛粛技術の確立を目的とし

ている。

2.こ れまでの経過

遺伝子を単離する菌株として、種々の有用酵素を生産することが知られている

Co rolfsiiを選んだ。平成4年 度は、本菌株の産生するグルカナ
ーゼを精製した。

本菌株の菌核4～ 5個 を、100mlの 炭素源をセルロースとした培地に接種した。

27℃ で培養することにより培養 4日 目からセルラ
ーゼ、グルカナーゼ、β―グル

コシダーゼなどを産生した。培養 8日 目に、培養液全量を種培養として 22の 同様

の培地に接種し27℃ 、通気量 22/minの 条件で培養した。培養 2～ 3日 目に培

養上澄に硫安を80%飽 和となるように添加して塩析を行った。0～0。4MNaCl、

p H6.0リ ン酸バッファ
ーで陰イオン交換クロマトグラフィ

ーを行い、活性画分を

回収、Sephacryl S-300HRに よるゲル濾過を行った。活性画分を回収し、1.3～OM

硫安の条件で疎水クロマ トグラフィ
ーを行い電気泳動的に単

一バンドとなるまで精

製した。その際の収率は 12%、 精製度は約48倍 であった。

3.平 成 5年度計画

1)精 製酵素を トリプシンなどのプロテア
ーゼで限定分解 し、HPLCを 用いてペ

プチドを精製する。

2)プ ロテインシーケンサーを用いて上記ペプチドの部分アミノ酸配列を決定する。

3)決 定したアミノ酸配別から合成DNAを 作製し、これをプロ
ープとして cDN

Aラ イブラリーからハイプリダイゼーションにより酵素遺伝子断片を単離し、

大腸菌などにクロ
ーニングする。
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植物培養細胞系が産生するレクチン様蛋白質の食品加工への利用に関する試験研究(H4～H6)

応用技術部生物工学科 中 川良二 池 田隆幸 長 島浩二

1.研 究の概要

広 く生物界には特定の構造を持った糖に結合し、血球や細胞を凝集するレクチン

と称される蛋白質の一群が存在する。これらレクチンは
“
糖鎖を認識する天然のモ

ノクローナル抗体
"と
もいわれ、複合糖質や細胞の分離、分画、検出などに応用さ

れ始めている。本研究は道内で栽培、あるいは自生している植物を用いて培養細胞

を誘導 し、レクチン様蛋白質を産生させ、得られたレクチン様蛋白質を食品の加工

分野へ利用することを目的としている。

2。 これまでの経過

アルファルファ幼葉由来の懸濁培養細胞は、1.Omg/2ナフタレン酢酸、1.Omg/2

ベンジルアミノプリンを含むムラシゲ ・スクッグ培地を用い、26℃、30日間、85回

転/分、暗所の条件で振盪培養 し誘導 した。この条件で、培地 12当 たり50gの細胞を

得た。蛋白質試料は培養濾液及び細胞の水溶性画分、食塩抽出画分、 ト リトンX100

抽出画分、EDTA抽出画分に分別し、それぞれの画分におけるレクチン活性を測定 し

た。活性測定は試料の2倍段階希釈系列によるウサギ赤血球の凝集反応を判定する方

法を用いた。その結果、レクチン活性は トリトンX100抽出及びEDTA抽出画分に認め

られた。糖による活性阻害試験から、2つの画分のレクチン活性は共に、メリビオー

スよって強く阻害された。また、本 レクチンは金属イオン (特にCa2+)を 要求 し、

金属イオンのない条件では不活性であった。

さらに、培養濾液、水溶性画分、食塩抽出画分における細胞表層糖鎖の構成糖を

認識すると思われる9種のエキソ型グリコシダーゼ活性を測定 した。その結果、α―

フコシダーゼ、β―フコシダーゼ、α―グルコシダーゼ活性は検出されなかった。β
―ガラク トシダーゼは培養濾液に、β―グルコシダーゼは食塩抽出画分に多く存在 し

た。β―N―アセチルガラクトサミニダーゼ、β―N―アセチルグルコサミニダーゼ、

α―ガラクトシダーゼ、α―マンノシダーゼの多くは水溶性画分に存在した。

3.平 成5年度計画

1)ア ルファルファ培養細胞のレクチンを種々のクロマ トグラフィーを用いて、単

離精製する。

2)レ クチンの分子量、アミノ酸組成などの基本的な性質を解明する。

3)レ クチンの糖特異性を十分に検討 した上で、食品加工への利用を検討する。

4)エ キソ型グリコシダーゼのレクチン様蛋白質としての有効性を検討する。
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1-3 共 同研究

・ 道 立相互共同研究

高機能性分離カラム用充填剤の開発と食品加工分野への応用に関する研究 (H5-H7)

発酵食品部発酵食品科 富 永一哉、浅野行蔵、吉川修司

(北海道立工業試験場)

1.研 究の概要

ハイ ドロキシ・アパタイト系のセラミックスは、応用分野としてボーンチャイナ

や、医療用人工骨などがある。一方、カラムクロマ トグラフィー用の充填剤や、バ

イオ ・リアクター用の固定化担体と言った、化学技術分野への利用も研究が進んで

来ている。

工業試験場では、このハイ ドロキシ ・アパタイ トに関して、従来の製品より強度

の点で著 しく向上したセラミックスのパウダーの製造法を開発 した。この製品を利

用すると、特にクロマ トグラフイーの分野で、非常に広い応用分野での利用が可能

となる。そこで、食品分野への応用を検討し、セラミックスの高付加価値化を図る

研究を開始することとした。

食品中の不快成分の除去や、生理活性物質の分離 ・濃縮など、アパタイ トとの親

和性を有する物質の分離に問した研究を、当センターでは進めることとした。
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ギョウジャニンニクの作物化に関する研究                  (H5～ H7)

加工食品部農産食品科 田 中常雄 田 中 彰

(共同研究機関 北 海道立十勝農業試験場)

1.研 究の概要

ギョウジャニンニクは近年、北方系機能性食品として評価が
一層高まっているが、

栽培研究は始まったばかりであり、食品素材としての研究は少ない。そこで、ギョ

ウジャニ ンニクの栄養成分を明らかにすることにより食品素材としての性格を解明

する。

道内 6カ 所から自生または栽培されたギョウジャニンニクを採取 し、その
一般成分

分析、ミネラル類及びビタミン群などの分析、測定を行う。

採取地   芽 室町 (ハウス栽培)、 鵡川町 (山採 り)、 門別町 (露地栽培)、

浜中町 (山採り)、 中川町 (露地栽培)、 豊頃町 (山採 り)

分析項目  水 分、蛋白質、脂質、繊維、灰分、カルシウム、リン、鉄、ナ ト

リウム、カリウム、マグネシウム、βカロチン、ビタミンBl、

B2、 ビタミンC、 ビタミンD、 ビタミンE効 力、糖度、pH、

ピルビン酸、食物繊維

分析機器  高 速液体クロマ トグラフィ
ー、自記分光蛍光光度計、自記分光光

度計、原子吸光分光光度計、全自動繊維分析装置、蛋白質迅速定

量装置など

また、品種改良や栽培技術の開発を進める上で十勝農業試験場が行っている生息

地別 5系 統、施肥別 4種 ×3反 復の 17種 類の試料について、ギョウジャ
ニンニク

の特徴的成分であるア リシン生成の指標としてピルビン酸含量を分析する。
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・ 産 学官共同研究

酵素処理による高機能食品素材の開発とバイオサポー ト技術の研究       (H2～ H4)

応用技術部食品工学科 清 水英樹 渡 退 治  熊 林義晃

山崎邦雄 清 水條資

― 佛麟静蝸開筋勝所 1-東 刺野材学 道菫麟瓢験嚇

1.研 究の概要

本研究は、産学官共同研究として行われ、バイオ分野と工学的技術の複合化を確

立 し、バイオサポー ト技術の振興に寄与することを目的とするものである。

前年度までは、大豆タンパク分解酵素の性状把握と固定化法の検討、分解物の精

製と造粒等に関する試験研究を行い、これらを利用した製品開発についても検討を

行った。

本年度は、メカノケミカルな方法を用いた大豆タンパク分解酵素と合成樹脂との

複合化とその評価、スプレー ドライヤーを用いた分解物の乾燥造粒試験を実施した。

2.研 究の成果

1)ハ イプリダイゼーションによる酵素の乾式複合化

試料は母粒子をPMMA、 子粒子を大豆タンパク分解酵素とし、操作条件は試料

投入量17g,周 速40～80m/s,処 理時間1～20分,ジ ャケット部分は5°Cのエチレンク
゛
リコール

を循環し冷却 した。複合化処理品の酵素活性は色素結合蛋白ハイ ドパウダーを用い

て比色定量 した。

当処理における複合化は周速60m/s、処理時間5分以上の条件において可能となっ

た。複合化処理品の酵素活性は、回転数及び処理時間の増加に伴い低下する傾向に

あった。

2)ス プレー ドライヤーによる酵素分解物の乾燥 ・造粒

噴霧方式 :ピ ン型円盤70mm φ,乾 燥室内筒径 :2.6m,装 置メーカー:帥坂本技研

また、本方式による造粒物の評価を行った。

油脂混入のある試料は壁面への付着が多く、運転不可であったが、混入の無いも

のは運転が良好であった。造粒物の粒度分布は平均粒径 d50=38μ  m、 安息角は約

44度で、良好な流動性を示 した。また、水分活性をAwO.60以 下にするには製品水分

率を約12WB%以 下とする必要がある。

本研究により大豆タンパク分解酵素および分解物の性状の把握と固定化、造粒に

関する基礎データが得られ、汎用性のある食品素材の開発が可能となった。これら

を利用した植物性チーズ様食品の開発と大豆あんの製品化を行い、現在市販されて

いる。
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バイオテクノロジーによる発酵食品の開発 (H4-H6)

発酵食品部調味食品科 宇 野豊子 奥 村幸広 本 堂正明

応用技術部生物工学科 長 島浩二 池 田隆幸 中 川良二 八 十川大輔

(共同研究機関 北 海道大学 福山醸造帥 岩田醸造榊 日本清酒帥)

1.研 究の概要

香味 ・色調が優れ、機能性を持った美しい淡色味噌の製造技術を開発するために

産学官の共同研究を行うこととなった。食品加工研究センタ
ーにおいては、細胞融

合技術を用いた低色素生産性で高機能紅麹菌の育種及び育種改良された紅麹菌、酵

母を利用して製麹、仕込み、発酵条件などについて検討する。

2.こ れまでの経過

調味食品科においては、今年度は黄麹菌及び数種の紅麹菌を種麹として麹を作り、

これらの麹を使用 して少容量の仕込試験を行った。

その結果、紅麹菌は増殖が遅く、製麹に7日前後を必要としたが、紅麹の酵素活

性は比較的高く、紅麹単独による仕込でも味噌の発酵状態は比較的順調であった。

生物工学科においては、各種紅麹菌の特性を比較 して細胞融合の親株を選定する

とともに、これら紅麹菌の栄養要求性変異株の単離を行った。

M.ankaは濃赤色の米麹を作るが、蒸米での増殖速度が速 く、各種酵素活性も高い

ことから細胞融合の
一方の親株に選んだ。もう

一方の親株には M.pilosusを選んだ。

この菌は幾つかの生理活性機能を有していることが知られており、色素低産生で酵

素活性が比較的高いことから、M.ankaとの細胞融合により上記目的の紅麹菌の育種

が達せられると考えられた。次に、これらの菌に紫外線を照射して栄養要求性変異

株の単離を行い、M.ankaで 8個 、M.pilosusで 3個 の変異株を得た。

3.平 成 5年 度計画

1)黄 麹菌の混入によっても、紅麹菌の増殖が抑制されない培養条件を検討する。

2)製 麹条件 (pH,温 度,水 分,基 質)と 紅麹の酵素活性、色調、モナコリンK

産生能との関係について検討する。

3)原 料処理条件、仕込条件について検討する。

4)変 異株の栄養要求性を同定する。

5)変 異株の特性を調べ、野性株との比較を行う。

6)細 胞融合のための諸条件の検討を行う。

7)M.ankaと M.pilosusと の間で細胞融合を行い、融合株を単離する。
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海洋生物コラーゲンを利用した機能性膜の開発               (H5～ H7)

応用技術部食品工学科 清 水英樹 熊 林義晃 渡 邊 治

山崎邦雄 清 水條資

伊願湖隣機関 夫同ほくさんlal、1疇 l■l、租 鍋 0、 1臨馘 響 罰

1.研 究の概要

海洋生物コラーゲンの抽出素材として本道の特産物である鮭、鱒の皮に着目する

水産廃棄物である鮭鱒皮の有効利用を目指 し、機能性膜、機能性包材の開発と食品

工業などでの用途開発を念頭におき、試験研究を行う。

今年度は以下の基礎的な試験研究を行う。

・コラーゲンの分析、抽出、精製方法の検討

・成分の分析

・コラーゲン膜の製膜方法の検討

・共同研究参加企業の各種基礎試験用の膜の供給
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・ 民 間との共同研究

小果樹類のブランデーの品質向上についての研究 (H5-H6)

発酵食品部発酵食品科 `富永
一哉 吉 川修司 浅 野行蔵

(共同研究機関 池 田町ブドウ ・ブドウ酒研究所)

1.研 究の概要

フランスなどでは、スモモあるいはチェリーなどの、いわゆる小果樹類によるブ

ランデーが造られている。Jヒ海道池田町では、ワイン牛産のほかにも新規のアルコ

ール飲料の開発に熱心であり、小果樹による酒類の開発も行っている。

月ヽ果樹類を原料にしたワインやブランデ
ーは、ブ ドウを原料 にしたものに比べ糖

度が低かったり、酸が多かったり、あるいは、醸造した場合に
バランスの良くない

揮発成分が生成する事もある。特にこの様な揮発成分は、蒸留過程を経てブランデ

ーとした際に、濃縮され飲料の質を低下させる場合がある。ブランデ
ーの品質を向

上させるために、小果樹類の醸造過程および蒸留過程において 、揮発成分の生成を

抑制する方法あるいは、分解
・除去する方法を研究し、良質のスモモ

・ブランデー

を製造する事を目指す。
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遺伝子組換えを用いたセルラーゼの大量生産技術の開発 (H5-H6)

応用技術部生物工学科 八 十川大輔 中 川良二 長 島浩二 池 田隆幸

(共同研究機関 合 同酒精い)

1.研 究の概要

セルロースはあらゆる植物体の構成要素であり、乾燥した植物体中最も多い成分

で、その 1/3～ 1/2を 占めており地球上で最も豊富な資源と考えられている。

食品工業においては、セルロースは植物性食品中に含まれる非栄養成分であり、近

年
“
食物繊維

"と
して大腸癌抑制、】巴満防止の観点から脚光を集めているものの実

際には食感が悪く、大量に利用されるには至っていない。また、澱粉工場、豆腐工

場、食用油 (サラダオイル)生 産工場においては産業廃棄物として大きな問題とな

っている。

セルラーゼはアビセラーゼ、CMcァ ーゼ、β―グルコンダーゼなどからなる複

合酵素の通称である。アビセラニゼは結晶セルロース (水不溶性)を 分解する酵素

で、アビセラーゼが反応後、低分子化したセルロースをCMCア ーゼ、β―グルコ

シダーゼがグルコース単位にまで分解する。このことから食品の品質改善を目的と

する場合は、アビセラーゼが重要な役割を果たすものと考えられる。

本研究では、遺伝子組換えを用いてC.rolfsiiの産生するセルラーゼのうちアビ

セラーゼを安価、簡便に大量生産する技術を確立することを目的とする。

C.rolfsiiの 培養上澄からタンパク質を回収後、各種のクロマ トグラフィーによ

 ́リ アビセラーゼを精製 し、リーバースジェネティックスの手法により遺伝子を単離

する。得られたアビセラーゼ遺伝子を解析、改変後大量生産系を確立する。

一-42-―



乳酸菌の発酵技術の開発 (H5)

発酵食品部発酵食品科 浅 野行蔵 富 永
一
哉 吉 川修司

(共同研究機関 雪 印種苗 技術研究所)

研究の概要

産業的に好適な乳酸菌を人工的に接種することが行われている。しかし、自然界

には、様々な種類の乳酸菌が存在 している。人工的に接種した乳酸菌の有効性を知

るためには、自然界に存在する乳酸菌との競争関係を知ることが必要である。本研

究では、乳酸菌の挙動をプラスミド
・パターンなどの核酸レベルの違いを基に特定

の乳酸菌を追跡する技術を開発する。
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1-4 地 域人材不足対策技術開発事業

食品加工における等級識別 ・乾燥工程の自動化システムの開発        (H3～ H4)

応用技術部食品工学科 熊 林義晃 清 水英樹 渡 邊 治

山崎邦雄 清 水條資

―  クレードル食品l■l 北興化工機l■l …

1.研 究の概要

本研究は食品素材として重要な位置を占める粉体食品の製造工程に、減圧マイク

ロ波乾燥の新工程を採用することにより、工程の省力化および製品の高品質化を図

ることを目的とするものである。本道特産品の一つである馬鈴薯を粉体食品の例と

して取り上げ、本乾燥法による乾燥食品の評価法及び加工法の検討を行った。

2.研 究の成果

水分、蛋白含量などの一般成分分析を常法により実施 した。高品質の
・
目安として

糊化度に着目し、X線 回折、SEM観 察などによる糊化の把握を行った。また他の

乾燥法による乾燥品との比較評価も実施した。加工法の検討として膨化試験、アル

コール発酵試験を実施した。

測定項目 :一般成分分析 [水分、蛋白、糖質、灰分、脂質、ビタミン]、 糊化度測

定 [BAP法 、NMR、 X線 回折、示差熱量分析、SEM観 察、アミログラフ]

発酵試験は試料を溶液濃度 2%、 Brix1 0に 調整後、酵母 (協会 1号 )を 用い、

27℃ 、72時 間行った。膨化試験はエクストルーダー (神戸製鋼所TCO-30)

を用いて行った。

試料には減圧下 5 0 torrでのマイクロ波乾燥品を用いた。対照試料には馬鈴薯で

んぷん、マッシュポテト、真空凍結乾燥品を用いた。BAP法 で行った糊化度はで

んぷん (o.52%)、 マッシュ (81.9%)、 真空凍結 (0。44%)マ イクロ波 (0。72%)で

あった。ビタミン残存率は真空凍結 (93%)マ イクロ波 (55%)で あった。発酵試験

における発酵状態は良好で、試験後のBrixは 2.4、 アルコール度数は4.2%で

あった。遠心ろ過後の味は若 く、香りは良好であった。膨化試験では商品化 も見込

める良好な膨化品が得られた。

以上の試験から本乾燥法による乾燥品は糊化度が低く、ビタミンも比較的多 く残

存 しており、高品質の乾燥品であることがわかった。また、́糊化度の測定にはNM

Rを 用いた評価方法が従来のBAP法 に比べ簡便にできることがわかった。

減圧マイクロ波乾燥機の利用は今回の馬鈴薯に限らず、比較的低温 (40～50℃)

で高速に乾燥する必要があるものに有効と判断でき、果物などの付加価値製品の乾

燥にも利用できる見込である。

一-44-一



1-5 受 託研究

バレイショでん粉の高度利用技術の開発                    (Hl～ H5)

発酵食品部調味食品科 宇 野豊子 奥 村幸広 本 堂正明

1.研 究の概要

バレイショでん粉の用途拡大を図るために、生でん粉分解酵素を含む各種酵素によ

る効率的な分解条件及び高度利用について検討した。

GODO一 CRA酵 素“″trcf硼 ″Jぉff AHU9627)によるバ レイショ生でん粉の

酵素分解について、(1)酵素分解の進行にともなう未分解でん粉の物性変化、(2)バレ

イショでん粉リン酸基の陽イオン置換による酵素分解について試験 した。

2.こ れまでの経過

(1)酵素分解の進行にともなう未分解でん粉の物性変化

20%の バレイショでん粉懸濁液にGODO― CRA酵 素100U/g添 加し、pH 3.5,45

℃で酵素分解を行った。一定時間毎に懸濁液の一部をとり、可溶性成分を洗浄、遠●

分離して未分解物を分離し、80%エ タノ
ール洗浄後、40℃で乾燥 した。この未分解残

物について、微量ビスコグラフによる粘度、50℃,70℃ における溶解度ならびに膨潤

度、糊化液の粘度、低温貯蔵中の透光度変化、ゲル強度及びアミロ
ース含量、分子量

分布等を測定した。

分解の進行にともなって、未分解でん粉のビスコグラフによる最高粘度は低下する

が、最終粘度は上昇し、ゲル強度も増加した。溶解度、50℃における膨潤度に大きな

差はなかったが、70℃における膨潤度は分解時間とともに低下した。ヨ
ー ド反応によ

るアミロース含量は増加傾向を示した。

(2)バレイショでん粉リン酸基の陽イオン置換による酵素分解

バレイショでん粉のリン酸基に結合した陽イオンをH+,K+,Na+, Ca++型 に置

換した後に生でん粉分解酵素GODO一 CRAで 酵素分解を行った。

その結果、Ca++>Na+>H+>K+>原 試料 (無置換)の 1贋で分解率が高く、特

にCa++型 が効果的であった。

3。 平成 5年度計画

今年度は本研究の最終年度に当たるので、以下の事項について検討する。

①バレイショ生でん粉を部分的に酵素分解 して得られるデキス トリンについて、さら

に物性を測定して、増粘剤、ゲル化剤等の新しい用途を検討する。

②酵素分解条件の総括的検討 限 外ろ過膜による酵素分解条件

リン酸基の陽イオン置換による分解率の向上
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2.

キクイモイヌリンの高度利用技術の開発                   (H3～ H5)

発酵食品部調味食品科 本 堂正明 宇 野 豊子 奥 村幸広

研究の概要

キクイモ塊茎 (水分が約 77%)は 固形分の大部分が糖質で多糖類イヌリンと低

分子のフラクタンと機能性オリゴ糖のフラクトオ リゴ糖等を含有している。これま

でキクイモは漬物等に一部利用されていたに過ぎず、食用としては苦みや青臭さが

あるため、十分加工利用されているとはいい難い。そこでキクイモ塊茎搾汁液の高

度利用を図るため、活性炭処理で青臭さ除去や脱色、清澄化の検討 を行った。その

結果、糖質吸着があるものの脱色・清澄化は十分可能であったが、キクイモ特有の異

臭(青臭さ、海苔の佃煮臭)は完全には取りきれなかった。そこで本年度は紅麹菌を

用いたキクイモ汁液の異臭の除去と、更には着香あるいは機能性成分付加等の可能

性の検討を行った。

これまでの経過

各種培養条件 (培養日数、初発pH、汁液濃度、グルコース添加、イヌリナーゼ処

理、ヤーコン汁液添加)の 検討を行った。紅麹菌培養でキクイモ臭の除去は可能で

あったが、キクイモ汁液のみの炭素源利用ではかび臭が生じた。単糖 (果糖とブ ド

ウ糖)を 補給すれば、マイル ドな味噌の香 りを生成し、香味としては悪くはなかっ

た。汁液100ml中、フラクトース換算で、単糖は0。8g、二糖 (ショ糖)は 1.4g、三糖

は1.9g、四糖は1.6g、五糖は1.7g、六糖以上のもの (イヌリン、低分子フラクタン)

は9。4gであった。その中で紅麹菌は単糖を良く利用 したが、他の糖質は利用せず残

存しているため、オ リゴ糖やフラクタン等を利用する食品素材の開発には好都合と

考えられた。

平成 5年 度計画

1)紅 麹菌処理搾汁液の利用法の検討

2)汁 液の脱色、キクイモ糖質の酸加熱安定性と保存安定性

3)苦 味除去、乾燥粉末化

3.
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2  技 術 普 及 ‐指 翼妻

2-■  食 品加工相談室

食品製造企業等が行う新製品開発、新技術導入などの各種技術相談に応じる窓口と

して、 「食品加工相談室」を開設する。

1 相 談内容   食 品加工に関すること

2 申 し込み   随 時

3 相 談方法   電 話、来所、文書いずれの方法でも可能

4 相 談窓口   江 別市文京台緑町589番 地4 食 品加工研究センター内

【平成4年度報告】

相談件数については、総数739件 となっており、相談方法別にみると面接 (来所

者)が 最も多く、食品製造企業等から気軽に相談が持ち込まれている。

また、相談内容別にみると加工方法に関する相談が最も多く、次いで、品質 ・評価、

装置 ・機械の順で食品加工技術全般にわたる相談内容となっており、全道各地から相

談が持ち込まれた。

1 相 談件数  総 件数 739件

2 相 談方法  面  接  465件

電 話 261件

文 書   13件

3 業 種別相談件数            4 内 容別相談件数

区 分
談

数

相

件

構成比

(%)

食 品 製 造 業 313 42.4

食品以外の製造業 74 10.0

卸 。 小 売 業
り
０
α
Ｕ 8.5

サ ー ビ ス 業
ｎ
υ 1.2

各 種 団 体
Ｉ
Ｕ
民
Ｕ

И
牡

η
′

地 方 自治 体 等 212 28。7

そ  の   他
つ
Ｊ 1.8

A
口 計

ｎ
Ｕ
り
０
７

100.0

区   分
談

数

相

件

構成比

(%)

加 工 方 法
〓
Ｕ
′
■
９
０ 46.7

品質 ・評価 147 19,9

装置 ・機械
民
Ｕ
”
仕

２
υ

包装 ・流通 42 5,7

貯蔵 ・保蔵
ウ
′
０
０

ｎ
ｕ

Ｅ
Ｕ

微生物管理
９
０ 4.2

廃棄物処理
ウ
′ 2.3

資 料 提 供 38 5.1

そ の  他
ウ
′
９
０ 5,0

合   計 739 100.0
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2-2 食 品工業技術高度化対策指導事業 (現地技術指導)

食品製造企業等が行う新製品開発等を支援するため、各企業等からの依頼を受けて、

研究員を派遣し、食品加工技術についての助言や指導を行う。

1 指  導  地  域   道 内各地

2 指  導  対  象   道 内食品製造企業、食品加工研究グループ等

3 申  し  込  み   随 時

4 指 導依頼の方法  電 話または文書

5 指 導を行 う者  セ ンター研究員

6費 用  無 料

【平成4年度報告】

全道各地において、141企 業に対し延べ 148日 間、研究員を派遣し、製品開発、

製造技術、保存技術、品質管理についての助言や指導を行った。

1 セ ンター部別指導状況

担 当 部 名 指導企業数 指 導 日数 地 域

加 工 食 品 部 5 5 6 0 9市 27町 3村

発 酵 食 品 部 3 8 4 0

応 用 技 術 部 4 8 4 8

A
口 計 141 148

2 支 庁別指導状況 3 業 種別指導状況

(企業数)

100上‐０３且

町
村
　
等

―
ビ
ス
業

・
小
売
業

口ｍ
躍
雑
蝶

品
製
造
業

石 狩 = 3 7 3 8

渡 島 支 庁 1 4 14
一ｒ 1 1

.志 す 庁 1 6 18

空 知 :
L jll=

一ｒ 上 3 14
】
ｒ 18 上 9

7萌 す 庁 4 5

r 2 2

:庁 1 1 1 1
一
ｒ 5 5
一ｒ 4 4

r 1 4 1 5

:庁 2 2

141 148
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2-3 技 術アドバイザー指導事業

中小企業が独自では解決が困難な技術的な諸問題を解決するため、中小企業者から

の依頼を受けて、技術アドバイザーを派遣し、食品加工技術についての助言や指導を

行う。

1 指 導対象分野  食 品製造

2 申  し  込  み   随 時

3 指 導依頼の方法  「 技術アドバイザー指導事業依頼書」を当センターに提出す

る。

4 指 導を行う者  北 海道があらかじめ委嘱した技術アドバイザー

く平成5年度技術アドバイザー〉

相澤  悟
小笠原和夫
中村 全 良

孵
報
肝
筆
親
帥

内山  均
佐々木 博

男
彦
連
邦
村
島
江
鮫

5 指  導  期  間   年 間10日 以内

6 経      費   無 料

7そ の 他 企業秘密は厳守

【平成4年度報告】

全道各地域において、34企 業に対し延べ103日 間、技術アドバイザ
ーを派遣し、

製品開発、製造技術、保存技術、品質管理についての助言や指導を行つた。

○ 支 庁別指導件数

区 分 指導企業数 指導 日数 技術アドバイザ
ー 地 域

石 狩 支 庁 6 2 2 澤

藤

山

村

木

島

々

相

安

内

江

佐

鮫

一
均

男

博

彦

功

　

達

　

邦

13市 10町

渡 島 支 庁 2 5

後 志 支 庁 3 1 0

空 知 支 庁 3 9

上 川  支  庁 9 2 5

留 萌 支 庁 1 2

網 走 支 庁 3 1 2

胆 振 支 庁 3 7

十 勝 支 庁 2 6

根 室 支 庁 2 5

合 計 3 4 103
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2-4 移 動食品加工研究センター

道内食品工業の食品加工技術力の向上を図るため、 「移動食品力田工研究センター」

を開催し、講演会や技術相談、技術指導等を行う。

1 開 催地域  道 内各地域

2 開 催 内容  (1)講 演会 (食品加工技術、商品企画等)

(2)実技講習会

(3)意見交換会

(4)製品評価会

(5)展示会 (パネル展、技術指導成果品の展示等)

(6)個別技術相談

(7)現地技術指導 他

3 開 催時期等  開 催時期、場所、内容等については、各支庁等と協議の上、決定

する。

【平成4年度報告】

12支 庁管内において、「移動食品加工研究センター」を開催し、技術講習会や個

別技術相談、技術指導などを行った。

実施時期 開 催 内 容

開催支庁 開催場所
開催月日

圏
技 術 講 習 会 の 課 題 及 び 講 師

出 席

企業数

イ固 男J
技 術
相 談
企業数

現 地
技 術
指 導
徽

渡島支庁 函 館 市 9 . 1 0
( 9 1 1 ) 過遡L市卿」  罰 藩

9 9 l 2

僣 出 文 ′丁 江 差 町 7 3 0

( 7 . 3 1 )

1水圧食品と熟成について」   西 田  孟 1 9 2 1

後悪支庁 岩 内 町 3 . 1 6

( 3 . 1 6 )

1水差食品と熟成について」   西 日  孟 2 8 1 2

空肢 庁 美 唄 市 1食品加工における微生物管理」 田 中 輛 3 7 8 2

上川支庁 旭 川 市 2 . 9

( 2 . 1 0 )

1調味料と機能性」       宇 野 豊 子 3 1 6 2

留萌支庁 留 萌 市 8 . 7

( 8 . 6 )

l水産食品と熟成について」   西 田
「新加ェ技術による道産食品素材の 渡 辺
高度利用I

一孟
治

5 7 6 ，
″

宗谷支庁 稚 内 市 8 25
( 8 26) 橿期I玉[ズ瀬二7ノ

ロジー」=‖塁「 3 8 3 2

網走支庁 網 走 市 9.29
( 9.30)

i食品工業における酵素利用」  八 十川大輔 2 0 4 2

胆振支庁 苫小牧市 10 22
(10.23)

[驚

蒻閉蹂辞
としての機能性オリゴ 本 堂 正明

「食品機能について 1       油 円 隆 垂

2 1 2

日高支庁 静 内 町 3 1 0
( 1 1 1 1 曇想顎乱イ

功わ`る鰤 及蒔 琳 鋼 3 8 1

十勝支庁 帯 広 市 1

2) 眠な た倉曇M、 延柩 3 0 8 2

根室支庁 根 室 市 2 . 2 3
( 2.24)

lh轟
`局踏「
によ絵 悪T

「微生物の簡易測宇方法 1     宣 莱 ― 苺

2 4 2

合  計 堕 支 庁 管 内 442 4 7 2 2
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2-5 技 術講習会

食品加ェに関する新しい製造技術等について、外部講師やセンター研究員による講習を行う。
1 食 品加工高度技術講習会
(1)開催場所  食 品加工研究センター

(2)対 象 者  食 品製造企業等の研究者、技術者等
(3)開催回数  年 間2回 (■回の講習期間-3日 程度)
(4)開催方式  座 学及び実技講習
2 地 域食品技術講習会
(1)開催場所  食 品加工研究センター

(2)対 象 者  市 町村立等食品加工 (研究)施設の技術指導者等
(3)開催回数  年 間2回 (1回 の講習期間-3日 程度)
(4)開催方式  座 学及び実技講習

【平成4年度報告】
次のとおり講習会を開催した。

食品加工高虜 鑢 会

1孵1滉鳥につ肥
いたか粉 確 に,ヽ考〒

降覇静科 湖 備

発酵食品科 富 永 一 哉
噛 ある通どぉり下げにもjiで]

吹 落ち問題とそ癬 虐ξt t T」
佐藤 `幸富

歓 轟 斗 澱 Fィ載

臨 纂 緩枷

エクス トルー

ダー等利用技
術講習会 「エクストルーダーと碁瞥

学伊藤和彦

喰品への高圧処理雰懲層番雪顧てF清彦
ω神戸製鋼所 直 井 利 勝

エクストルーダー

「轟味勅II]通tgFマ(:「
'日」

「ソ~‐ジの製造雰讐言号杏I」鮫島邦彦
畜産食品科 井 上 貞 仁

ソーセージ、ビーフジ

― ―ヽ―′‐̈――・―‐́ ,′″  ヽ: /口 α 宇“口け又"J」

「饂 崚 妨 法とT月 套警F所
伊藤 俊二

「負動 の術 と配 F知
臨 義晃

食品工学科 清 水 英樹

7ライ乾燥、真空凍結
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2-6 技 術研修生の受入れ

食品製造企業等の技術者の資質向上を図るため、随時、研修生を受け入れる。

1 研 修内容  食 品加工に関する技術の修得

2 申 し込み  随 時

3 研 修期間  原 則として6ヶ 月以内

4 費   用  無 料 (ただし、研修に関する試料、消耗品などは企業負担)

【平成4年度報告】

18名 の研修生を当センターに受け入れ、各種食品加工技術の同上を図つた。

研 修 項 目 研 修 期 間 人数 担 当 部

食品成分、香料及び色素等の抽出、分析技
術等

4. 1～  3.31 1 応用技術部

食品中の微量有害物質及び微量成分等の分
析法

6。 1～  7.31 1 発酵食品部

微生物の分離、培養、増殖、保管技術 6. 1- 7.18 1 発酵食品部

生理活性物質の抽出、分析法 7.1～ 10.31 4 加工食品部
発酵食品部

一般生菌数、大腸菌群、黄色ブドウ球菌、
乳酸菌、酵母菌の検査技術

8.31～  9。 4 1 応用技術部

ラーメン用たれの品質保持及び細菌検査技
術       ´

9。 7～  9。31 1 発酵食品部

味噌の固液分離法 10.5～ 10。17 1 発酵食品部

でん粉利用による容器、包装資材、緩衝材
料等の開発、成型及び成型物の諸物性の把
握並びに成型物の防水耐水性付与等に関す
る技術

10。20～ 3.31 1 応用技術部

食品 (畜肉、野菜等)の新しい評価法の検
討並びに各種分析法

2。 1～ 3.31 2 応用技術部

畜肉の熟成にともなう生化学的変化の解明
及び物理 。生化学的分析技術

2. 1～  3.31 1 応用技術部

遺伝子操作に関する基礎技術 2.1～ 3.31 1 応用技術部

飯ずしの製造における微生物管理等 2.22- 2.26 1 発酵食品部

食品加工における高圧処理技術 3. 1 V́ 6.30 1 応用技術部

大豆タンパク及びペプチドの精製技術 3.25～ 4.20 1 応用技術部

合 計 18
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2-7 試 験測定検査機器及び加工機器の開放

食品製造企業等の研究開発を支援するため、試験測定検査機器や加工機器を開放す

る。

1 主 な開放機器

(1)試 験 、測定   ガ スクロマトグラフ質量分析計、核磁気共鳴装置、添キ綺型

及び検査機器  電 子顕微鏡、走査型電子顕微鏡、X線 回折装置、近赤外分光

分析計、高速液体クロマトグラフ、蛋自質迅速定量装置 等

(2)加 工 機 器   チ ーズ製造装置、エクストルーダー、超高圧処理装置、薄

膜真空蒸発装置、遠赤外線減圧・常圧乾燥機、真空フライヤ

ー、マイクロ波減圧乾燥機、加圧 ・減圧かくはん試験機 等

2 利  用  金  額    1,860～ 47,060円 /日

【平成4年度報告】

設備使用実績は次のとおり。

区 分
試験測定

検査機器
加 工機 器

ラ

一
設

ン

リ

プ
ト
一
ラ
オ
ボ
施

バイオテク
ノロ ジ ー

開椰 験室
計

4 月 1 5 7 2 1 5

5 月 1 4 4 3 1 2

6 月 1 7 6 1 4

7 月 1 3 4 8

8 月 3 7 2 1 2

9 月 3 2 8 1 3

ｎ
ｕ 月 3 3 7 1 3

月 10 1 5 7 3 3 5

12 月 2 1 2 5

1 月 4 2 6

2 月 6 14 1 1 5 3 6

3 月 2 2 3 3 1 0

計合 3 4 6 0 6 5 2 0 179
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2-8 依 頼試験分析

食品製造企業等からの依頼により、試験分析を行う。

1 依 頼 試験   一 般生菌数、大腸菌群、PH測 定、粘度測定 等

2 依 頼 分析   灰 分分析、水分分析、たんぱく質分析、脂質分析 等

3 手 数料金額   1,820～ 43,530円 /件

【平成4年度報告】

次のとおり試験分析を行つた。

区 分 申 込 件 数 項  目  数 検  体  数

試 験 分 析 3 3 7 5 9 0
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2-9 食 品加エリサーチプラザ

エ業における業種別や技術別の共通課題の解決に当たるとともに、産学官の研究者

や技術者の交流を図るとともに食品工業における技術共通課題の解決をめざし、随時、

新しい研究会を設置する。

1 開 催場 所  食 品加工研究センター     `

2 開 催研究会  技 術別及び業種別研究会

【平成4年度報告】

技術別、業種別に食品加エリサーチプラザを開催した。

区 分 研 究 バ 名 開 催 日 時

食品加エリサーチプラザ 冷凍食品技術研究会 8.18

1429

ハスカップ研究会 3.12

畜肉研究会 ４

５

１

１

２

２

１

１

水産加工技術研究会 2.   5

北海道漬物製造技術研究会 11.28

食品工学研究会

は塁罪蒋勇富―研究部弓
12. 1 0

バイオ食品研究会 3.  3

合 計 7研 究 会 8 回
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2-10 食 品加工研究センタ=通 信

食品加工技術に関する各種情報のデータベースを作成し、パソコン通信を利用した
各種技術情報等の収集提供や情報交換を行う。
■ 食 品加工研究センター通信の内容
(1)デ ータサービス
◆ 全 国の国公立試験研究機関及び大学の食品加工関係研究報告書をキーヮード
等で検索し、その全文を会員のフアツクスで、即座に取り出すことができる。
(フアクシミリメールサービスの登録が必要)
◆ 当 センターが所蔵している図書、定期刊行物を知ることができる。
◆ 当 センターが設置している試験研究機器類を知ることができる。
◆ 当 センターの研究員に関する情報を取り出すことができる。
◆ 道 商工労働観光部が作成したデザイナー情報カードの主な事業の概要報を取
り出すことができる。
◆ 道 商工労働観光部が作成した 「北のプランド212」 (道産品の紹介情報)
を取り出すことができる。
(2)電子掲示板
自分が言いたいこと、みんなに知つてもらいたいことを書き込んだり、他の
会員が書いたものを読んだりと、どなたでも自由にメッセージを交換できる公
開の告知板。
当センターでは、講習会、講演会、展示会などの案内を行う。

(3)電子メール
ネットワークを通じて、会員同±が特定の相手とメッセージのやり取りをす
ることができる。

2 会 員加入手続き
「食品加工研究センター通信会員申込書」を当センターに提出する。

3 会 費等
入会金 ・会費は無料

4 運 用時間
原則として24時 間運用(但し、年末年始及び毎週水曜日9:00～ 18:00
は休止)

【平成4年度報告】

食品加工研究センター通信の加入状況等

会 員  数 ロ グ イ ン件 数 画像情報検索件数 データベース件数

139 1,213 877 5,500
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2-11 技 術情報の提供

【平成4年度報告】

1 技 術情報誌 「食加研だより」の発行

センターの業務案内、研究報告を中心とした技術情報を主な内容として、3回

発行し、関係機関、団体などに提供した。

2 食 品加工研究センター研究報告書の発行

開所一周年記念セミナーにおいて、試験研究成果発表会要旨集を発行した。

3 図 書 。資料室の開放

国内外の食品工業関係専門誌、大学 。国公設試験研究機関から提供を受けた図

書、報告書類を一般に開放する。

(1)図書 ・資料室利用時間

月曜日～金曜日  9:00～ 17:00
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2-■ 2 そ の他

【平成4年度報告】

1 講 習会などへの講師派遣

市町村、団体等からの依頼を受けて、センター研究員を講師として派遣した。

名 称 派遣日 派遣地 依   頼   者 派 遣 者

ハスカップ協会総会 4.23 札幌市 ハスカップ協会 田中 常 雄

北海道高等学校理科研究
会室蘭支部総会

И
仕
０
乙

虔
Ｕ 室蘭市 北海道高等学校理科

研究会
長島 浩 二

第27期 包装管理士講座 7. 7
7.11
札幌市 (社)日本包装技術協
会北海道支部

山田 康 郎

北海道醸造技術講習会 7.13 札幌市 北海道醸造技術研究
バ

浅野 行 蔵

食品加工技術普及講座
(食品の包装)

9。21 江別市 (社)北海道食品産業
協議会

山田 康 郎

地方講習会 10.6 札幌市 全国農業土木技術連
盟北海道支部

岩崎 達 也

食品加工技術普及講座
(食肉)

10.28
10.29
帯広市 (社)北海道食品産業
協議会

井上 貞 仁

第8回北海道バイオステ
ージ

1 1 . 1 札幌市 (財)北海道地域技術
振興センター

二
幸
浩
隆

島
田
長
池

包装技術懇話会 1 1 . 1 1 札幌市 (社)日本包装技術協
会北海道支部

山田 康 郎

農業者サロン道南研修会 11.17 八雲町 北海道農業者サロン 清水 條 資

食品加工技術普及講座
(殺菌)

１

２

２

２

江別市 (社)北海道食品産業
協議会

本堂
浅野
山崎

醐
価
縦

冬季酒造講習会 12: 9 札幌市 北海道酒造組合 下林 義 昭
富永 一 哉

農畜産物加工研修会
Ｏ
υ
９
ろ 芦別市 芦別市 山田 康 郎

業種別セミナー

(水産加工業)
2.2
2. 3
旭川市 中小企業大学校旭川
校

資
蔵
條
行
水
野
清
浅

恵庭RBパ ーク技術講演
バ

2.10 恵庭市 恵庭RBパ ーク 清水 條 資

バイオ研究交流会 2。19 千歳市 (財)道央テクノポリ
ス開発機構

山崎 邦 雄

バイオテクノロジー入門
セミナー

９
る

０
０

３

３
江別市 鰻贅七9夢挫域技術長島 浩

二
池田 隆 幸
八十川大輔
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名 称 派遣日 派遣地 依 頼 者 派 遣 者

第 1回 ハイテク農業セミ
ナー

3.9 札幌市 北海道農業試験場 清水 條資

農畜産物加工研修会
Ｏ
υ

９
０ ゴヒ  本寸 北村食生活改善協議

バ

.山
田 康郎

北海道味噌醤油技術講習
バ

3。12 札幌市 北海道味噌醤油工業
(協)

本堂 正明

第 9回 北電技術フオ
ーラ

ム

3.16 旭川市 北海道電力い 清水 條 資

北海道地域外食セミナ
ー 3.18
3.19
江別市 北海道農業者サロン 池田 隆 幸

合 計 22 回 29 人

2 技 術審査

国、市町村、団体からの依頼を受けて、製品の品質や新開発技術の内容について、

審査を行つた。

内 容 依 頼 者

部
Ｉ
Ｉ

リ
万 審 査 研 数

加 工

食品部

発 酵

食品部

応 用

技術部

画

部整

企

調
計

整篠腎嘉需馨書
北海道通産局 1 2 3

推奨申請に係る
技術審査

(社)優良道産品
推奨協議会

2 3 4 1 6 4

薦
確
助
技
発
る
開
係
究
に
研
業
査

ノ
構
ク
機
テ
発
融
期闘利

1 1 2

小樽推奨観光土
産品審査

小樽市 1 1

研究開発助成に
係る技術審査

(財)たくぎんフ
ロンテイア基金

2 2

準,ヂ臭協畳淮
係る技術審査

(財)たくぎんフ
ロンテイア基金

1 1 1 3

漂箸漂霧罷思馨
に 企

助
小
究
中
研樹輸
金
側新薩

1 1

合 計 3 0 4 2 3 1 7 6
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3 外 部イベントヘの参加

センターの試験研究と技術開発成果の普及を図るため、各種イベントに参加した。

イ ベ ン ト 名 開 催 期 間 主 催 者 参集人員

技術開発フェア 9.8～ 9。9 ゴヒ灘 1,100

バイオステージ 10.30-11. 1 (財)北海道地域技術
振興センター

10,600

試験研究機関おもしろ祭パー

ト II
11.18 ゴヒ率辱蜘重 1,400

Ｏυ
△バ

，
流
3北海道技術ビジネス交 1.29- 1.30 (財)北海道地域技術

振興センター
15,000

食品加工関係試験研究機関合
同成果発表会

3.5 北海道 165

4 学 会における発表

題表発 目 発 表 学 会 名 発表月日 発  表  者

と較レＬ●ル分成別
索
種
検
品
の
の
質
プ
物
ツ
性
力
化
ス
酸
ハ
抗

社団法人日本食品
工業学会

3.27 農産食品科長
田中 常 雄

5 出 願中工業所有権 「特許」

発 明 の 名 称 出 願 年 月 日 出 願 番 号

果実酒およびその製造方法 4.12.16 4-355233
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6 視 察実績

視察者に、377団 体、5,828人 で業務内容の説明、センタ
ー各施設の案内、

意見交換等により普及に努めた。

(1)月別視察状況

区 分 ＼ 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10  メ署

視 察 件 数
長
Ｕ
′
仕

力
■
０
ろ

″
ｆ
ｌ
■ 57

０
４
０
０

η
′
９
０

α
υ
９
０

視 察 人 数 238 332
虔
υ
７０
０ 1,140

ａ
Ｕ
ｎ
υ
”
仕 934 523

区 分 ＼ 月 11   ∫ヨ 12  月 1 月 2 月 3 月 計

視 察 件 数
ａ
υ
９
Ｊ

０
乙

Ｏ
υ

０
４ 377

視 察 人 数 721 101 76 238 ０
０
長
Ｕ 5,828

(2)主な視察者

農水省食品総合研究所   農 水省北海道農業試験場 道 立各試験場

北海道大学        酪 農学園大学      北 海道東海大学

(社)北海道食品産業協議会 (社 )北海道冷凍食品協会 北 海道味噌醤油工業(協)

バイオ食品工業研究会   北 海道醸造技術研究会  水 産加工研修会

協和発酵工業①      雪 印乳業の       よ つ葉乳業い

北海道機械工業会     北 海道経済連合会    北 海道中小企業家同友会

市町村          商 工会議所 。商工会   農 業協同組合

漁業協同組合       婦 人団体        農 業改良普及所 他

ロシア共和国       中 華人民共和国     フ ランス
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